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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 250,448 261,897 283,370 271,510 207,657
経常利益又は経常損失(△)(百万円) 17,716 18,766 14,254 △1,137 △616
当期純利益又は当期純損失
(△)

(百万円) 10,451 9,083 6,597 △11,609 △8,593

純資産額 (百万円) 87,825 110,740 117,127 87,228 85,054
総資産額 (百万円) 151,354 170,042 187,778 162,562 167,247
１株当たり純資産額 (円) 1,156.021,285.761,330.96 984.38 929.52
１株当たり当期純利益又は
当期純損失(△)

(円) 137.56 119.56 86.84 △152.82 △113.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 58.0 57.4 53.8 46.0 42.2
自己資本利益率 (％) 13.0 9.8 6.6 － －
株価収益率 (倍) 14.8 14.5 10.2 － －
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 16,996 17,201 15,739 △2,399 15,047

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,435 △22,707 △23,799 △29,151 △8,846

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,897 △1,202 3,526 11,887 1,193

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 31,287 24,527 21,436 5,206 12,449

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
9,483
(2,750)

10,014
(2,779)

10,921
(2,987)

11,490
(3,176)

11,511
(2,091)

　 (注) １．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しておらず、また、第101期より１株当た

り当期純損失であるため記載していません。

３．第99期より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しています。

４．第101期より自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載していませ

ん。 
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (百万円) 141,479 140,233 147,070 135,421 104,972
経常利益又は経常損失(△)(百万円) 10,594 8,918 4,235 △3,020 △3,039
当期純利益又は当期純損失
(△)

(百万円) 8,147 4,018 2,393 △11,195 △8,544

資本金 (百万円) 12,698 12,698 12,698 12,698 12,698
発行済株式総数 (株) 76,020,01976,020,01976,020,01976,020,01976,020,019
純資産額 (百万円) 72,742 75,804 74,087 59,605 52,058
総資産額 (百万円) 110,230 115,458 114,889 106,053 101,576
１株当たり純資産額 (円) 957.50 997.82 975.23 784.61 685.27
１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額) 

(円) 20.00 24.00 28.00 21.00 －

(円) (10.00) (10.00) (14.00) (14.00) (－)

１株当たり当期純利益又は
当期純損失(△)

(円) 107.25 52.90 31.50 △147.37 △112.47

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 66.0 65.7 64.5 56.2 51.3
自己資本利益率 (％) 11.9 5.4 3.2 ― ―
株価収益率 (倍) 19.0 32.7 28.1 ― ―
配当性向 (％) 18.65 45.37 88.89 ― ―
従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
3,000
(1,390)

3,030
(1,299)

3,213
(1,495)

3,310
(1,272)

3,304
(440)

　 (注) １．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しておらず、また、第101期より１株当た

り当期純損失であるため記載していません。

３．第99期より、純資産額の算定にあたり、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しています。

４. 第101期より自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上されているため記載し

ていません。
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２【沿革】

昭和13年10月昭和航空精機株式会社を東京都板橋区において設立。航空機部品の製造開始。

昭和21年８月本社を東京都王子区(現・北区)に移転し、商号を株式会社昭和製作所と変更し、自動車用部品の製造

開始。

昭和28年４月ショックアブソーバの製造開始。

昭和35年10月名古屋工場新設。

昭和39年４月東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和40年４月埼玉工場新設。

昭和44年８月本社を東京都中央区に移転。

昭和49年12月浅羽工場新設。

昭和50年９月台湾のショックアブソーバメーカー、開発工業股?有限公司に資本参加。

昭和53年３月インドネシアに合弁会社ピー・ティー・ショーワ・インドネシア・マニファクチャリングを設立(現

・連結子会社)。

昭和56年11月ブラジルに合弁会社ショーワ・ド・ブラジル・リミターダを設立(現・連結子会社)。

昭和60年11月東京証券取引所市場第一部に指定。

昭和61年１月インドに合弁会社ムンジャル・ショーワ・リミテッドを設立。

昭和61年11月米国に合弁会社サンベリー・コンポーネント・インダストリーズ・インコーポレイテッドを設立。

平成２年４月 スペインにショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマを設立(現・連結子会社)。

平成２年８月 栃木研究所(現・４輪開発センター)新設。

平成３年10月本社を埼玉県行田市に移転。

平成５年４月 精機技研工業株式会社(御殿場工場、秦野工場)と合併し、同時に商号を株式会社ショーワと変更。パ

ワーステアリングの製造が加わる。合併により米国の子会社、ブランチェスター・エフシーエム・イ

ンコーポレイテッドの株式を取得。

平成５年４月 タイに合弁会社サミット・ショーワ・マニファクチャリング・カンパニー・リミテッドを設立(現・

連結子会社)。

平成６年４月 米国の子会社３社(ショーワ・アメリカン・インコーポレイテッド、サンベリー・コンポーネント・

インダストリーズ・インコーポレイテッド、ブランチェスター・エフシーエム・インコーポレイテッ

ド)が合併、同時に商号をアメリカン・ショーワ・インコーポレイテッドと変更(現・連結子会社)。

平成６年11月中国に合弁会社広州昭和減震器有限公司(現・広州昭和汽車零部件有限公司)を設立(現・連結子会

社)。

平成６年12月熊本県下益城郡豊野村(現・宇城市)に株式会社九州ショーワを設立(現・連結子会社)。

平成７年９月 イギリスにショーワ・ユー・ケー・リミテッド(現・ニッシン・ショーワ・ユー・ケー・リミテッ

ド)を設立(現・連結子会社)。

平成８年３月 中国に合弁会社四川寧江昭和減震器有限公司(現・成都寧江昭和汽車零部件有限公司)を設立。

平成10年１月カナダにショーワ・カナダ・インコーポレイテッドを設立(現・連結子会社)。

平成10年３月株式会社大山精工(現・株式会社ショーワ精工)を買収(現・連結子会社)。

平成14年２月

平成18年６月

平成18年10月

平成19年６月

中国に上海昭和汽車配件有限公司を設立(現・連結子会社)。

タイにショーワ・オートパーツ(タイランド)カンパニー・リミテッドを設立(現・連結子会社)。

インドにショーワ・インディア・プライベート・リミテッドを設立(現・連結子会社)。

埼玉第２工場新設。

平成21年４月御殿場新工場新設(第１工場、旧工場を第２工場とする)。　
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３【事業の内容】

　当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社並びに子会社16社及び関連会社３社で構成され、主に自動車用部品の

製造販売等の事業活動を行っています。

　また、その他の関係会社１社(本田技研工業㈱：輸送用機械器具の製造販売)とは継続的で緊密な事業上の関係にあり

ます。

　当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりです。

　また、「第５　経理の状況　１ (1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。

自動車用部品

当社が製造販売するほか、連結子会社ピー・ティー・ショーワ・インドネシア・マニファクチャリング、アメリカ

ン・ショーワ・インコーポレイテッド、ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマ、ショーワ・ド・ブラジル・

リミターダ、㈱九州ショーワ、サミット・ショーワ・マニファクチャリング・カンパニー・リミテッド、ショーワ・カ

ナダ・インコーポレイテッド、ショーワ・インダストリア・エ・コメルシオ・リミターダ、㈱ショーワ精工、広州昭和

汽車零部件有限公司、ニッシン・ショーワ・ユー・ケー・リミテッド、ショーワ・インディア・プライベート・リミ

テッド及びショーワ・オートパーツ(タイランド)・カンパニー・リミテッド並びに関連会社開発工業股?有限公司、

ムンジャル・ショーワ・リミテッド及び成都寧江昭和汽車零部件有限公司が、当社から製品・部品等の一部を仕入

れ、製造販売しています。

　また、当社は、製品・部品等の一部を連結子会社上海昭和汽車配件有限公司をはじめとした関係会社14社から仕入れ

ており、さらに連結子会社間において、製品・部品等の相互供給を行っています。

その他

　ボート用部品は、当社が製造販売するほか、連結子会社アメリカン・ショーワ・インコーポレイテッドが当社から製

品を仕入れ、販売しています。産業用機器等は、当社が製造販売しています。

　また、㈱ホンダカーズ埼玉北が、自動車を主に本田技研工業㈱から仕入れ、販売等を行っています。

 

(注)　複数の事業を営んでいる会社については、それぞれの事業区分に記載しています。
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主要な関係会社と事業の内容を系統図で示すと次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

　 議決権の
所有(又は
被所有)
割合(％)

関係内容

　　主要な事業の内容 役員の
兼任等

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

(連結子会社)         
ピー・ティー・
ショーワ・インドネ
シア・マニファク
チャリング
(注)１

インドネシ
ア
ジャカルタ

百万ルピア
13,901

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

55.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

アメリカン・ショー
ワ・インコーポレイ
テッド
(注)１、４

アメリカ
オハイオ州

百万米ドル
85

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売並びにその他
の販売

91.4有り 有り

当社より北米向製品及び
自動車用部品並びに自動
車用部品の製造設備を仕
入れています。

なし

ショーワ・ヨーロッ
パ・ソシエダド・ア
ノニマ
(注)５

スペイン
バルセロナ

百万ユーロ
8
二輪車用部品の製造販売 100.0有り 有り

当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ショーワ・ド・ブラ
ジル・リミターダ

ブラジル
マナウス

百万レアル
47

二輪車用部品の製造販売 70.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

㈱九州ショーワ
熊本県
宇城市

百万円
50

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

100.0有り なし
当社が自動車用部品を仕
入れています。

有り

サミット・ショーワ
・マニファクチャリ
ング・カンパニー・
リミテッド

タイ
チョンブリ

百万バーツ
160

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

53.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ショーワ・カナダ・
インコーポレイテッ
ド
 

カナダ
オンタリオ
州

百万カナダ
ドル
8
四輪車用部品の製造販売 100.0有り なし

当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ショーワ・インダス
トリア・エ・コメル
シオ・リミターダ
(注)３　

ブラジル
サンパウロ

百万レアル
2

四輪車用部品の製造販売
並びに二輪車用部品の販
売

100.0
〔99.6〕

有り 有り
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

㈱ショーワ精工
神奈川県
秦野市

百万円
20

四輪車用部品の製造販売 100.0有り なし
当社が自動車用部品を仕
入れています。

有り

広州昭和汽車零部件
有限公司
(注)１

中国
広州

百万人民元
252

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

62.5有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ニッシン・ショーワ
・ユー・ケー・リミ
テッド
(注)１

イギリス
ウェールズ

百万ポンド
7
四輪車用部品の製造販売 64.3有り なし

当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

上海昭和汽車配件
有限公司
(注)１

中国
上海

百万人民元
92

四輪車用部品の製造販売 100.0有り 有り

当社が自動車用部品を仕
入れ、当社より自動車用部
品の製造設備を仕入れて
います。

なし

ショーワ・インディ
ア・プライベート・
リミテッド
(注)３ 

インド
ハリアナ州

百万ルピー
392

四輪車用部品の製造販売
100.0
〔1.0〕

有り 有り
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ショーワ・オート
パーツ(タイランド)
・カンパニー・リミ
テッド

タイ
チョンブリ

百万バーツ
400

四輪車用部品の製造販売 76.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

㈱ホンダカーズ埼玉
北

埼玉県
熊谷市 

 百万円
　　　　30 

自動車の販売等  100.0有り なし
自動車販売及び修理等を
行っています。

なし
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名称 住所
資本金又は
出資金

　 議決権の
所有(又は
被所有)
割合(％)

関係内容

主要な事業の内容 役員の
兼任等

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

(持分法適用関連会
社)

 　             

開発工業
股?有限公司

台湾
高雄

百万台湾元
476

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

26.9有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

ムンジャル・ショー
ワ・リミテッド

インド
ハリアナ州

百万ルピー
79

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

26.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

成都寧江昭和汽車零
部件有限公司

中国
成都

百万人民元
78

四輪車用・二輪車用部品
の製造販売

50.0有り なし
当社より自動車用部品及
び自動車用部品の製造設
備を仕入れています。

なし

(その他の関係会社)        

本田技研工業㈱
(注)２

東京都
港区

百万円
86,067

輸送用機械器具及び原動
機、農機具その他一般機械
器具の製造及び販売

    (33.5)有り なし
当社製品を販売していま
す。

なし

(注) １．特定子会社に該当しています。

２．有価証券報告書を提出しています。

３．議決権の所有割合の〔　〕内数字は内数で、間接所有割合です。

４．連結財務諸表の売上高に占める連結子会社の売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％を

超える当該連結子会社の主要な損益情報等は次のとおりです。

アメリカン・ショーワ・インコーポレイテッド

(1) 売上高 31,274百万円

(2) 経常損失 1,820百万円

(3) 当期純損失 1,520百万円

(4) 純資産額 8,890百万円

(5) 総資産額 20,543百万円

５．ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマは、平成22年３月10日の同社株主総会において解散を決議し

　　ています。 　　

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)
自動車用部品 10,989(2,082) 
その他 271 (－) 
全社(共通) 251 (9) 

計 11,511(2,091) 

　 (注) １．従業員数は就業人員です。

２．従業員数欄の(　)内数字は外数で、臨時従業員の年間平均雇用人員です。なお、臨時従業員には、季節工、パー

トタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含めています。

３. 臨時従業員数は、前連結会計年度に比べ、主に自動車用部品事業の受注減の影響により減少しています。

(2) 提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)
    3,304 (440) 39.8 15.7 5,838,055

　 (注) １．従業員数は就業人員です。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

３．従業員数欄の(　)内数字は外数で、臨時従業員の年間平均雇用人員です。なお、臨時従業員には、季節工、パー

トタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含めています。 

４．臨時従業員数は、前事業年度に比べ、主に自動車用部品事業の受注減の影響により減少しています。　
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(3) 労働組合の状況

　当社の労働組合は、ショーワ労働組合と称し、平成22年３月31日現在の組合員数は3,054人です。

　また、同組合は、その上部団体である全国本田労働組合連合会を通じて、全日本自動車産業労働組合総連合会に加盟

しており、当社との労使関係は安定しています。

　なお、連結子会社の労働組合の状況については特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の業績は、売上高につきまして

は、中国をはじめ、一部の地域では、四輪車用部品の販売が増加したものの、全体としては、世界的な景気の後退による

自動車需要の減少や為替換算の影響等により、2,076億５千７百万円と前連結会計年度に比べ23.5％の減収となりま

した。

利益につきましては、業務の効率化や費用削減等の諸施策による改善はあったものの、主に減産の影響により、営業

損失は23億７千万円（前連結会計年度は営業利益24億９百万円）、経常損失は、６億１千６百万円（前連結会計年度

は経常損失11億３千７百万円）、また、関係会社整理損失引当金繰入額及び減損損失等を特別損失に計上したこと等

により、当期純損失は85億９千３百万円（前連結会計年度は当期純損失116億９百万円）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　自動車用部品

　中国をはじめ、東南アジア等一部の地域における四輪車用部品の販売が増加したものの、総じて市場の低迷による

減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用部品の販売がともに減少し、減収となりました。

この結果、自動車用部品事業の売上高は、1,958億９千５百万円（前連結会計年度比24.5％減）となり、営業損失

は、30億２千１百万円（前連結会計年度は営業利益15億１千万円）となりました。

②　その他

　その他の事業の売上高は、117億６千２百万円（前連結会計年度比1.0％減）となり、営業利益は、６億５千万円

（前連結会計年度比27.7％減）となりました。

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。

①　日本

　日本においては、四輪車用部品は、エコカー減税・買換え支援策等による一部車種の増産効果はあったものの、市

場の低迷による得意先の減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用部品の販売がともに減少し、減収となりまし

た。

　この結果、売上高は1,146億４千８百万円（前連結会計年度比19.4％減）となり、営業損失は、36億３千８百万円

（前連結会計年度は営業損失36億２千７百万円）となりました。

②　北米

　北米におきましては、市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、米国では、四輪車用部品、二輪車用部品の販売

がともに減少し減収となり、また、カナダでは、四輪車用部品の販売が減少し、減収となりました。

この結果、売上高は、443億５千２百万円（前連結会計年度比36.8％減）となり、営業損失は、24億３千９百万円

（前連結会計年度は営業損失23億７千１百万円）となりました。

③　欧州　

　欧州市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、スペインでは、二輪車用ショックアブソーバの販売、また、イギ

リスでは、四輪車用部品の販売が減少し、減収となりました。

　この結果、売上高は79億３百万円（前連結会計年度比60.9％減）となり、営業損失は、10億１百万円（前連結会計

年度は営業利益３億４千２百万円）となりました。　　　　

　既に発表していますが、厳しい欧州二輪車市場環境が続いている中で、当社スペイン子会社ショーワ・ヨーロッパ

・ソシエダド・アノニマにおいて財務体質が悪化したこと、また、今後市場の回復が見込めないことから、事業活動

を継続していくことが困難な状況となったため、平成22年３月10日開催の同社株主総会において解散を決議してい

ます。

④　東南アジア

　インドネシア、タイでは、市場の回復の兆しはあるものの、得意先の減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用

ショックアブソーバの販売がともに減少し、減収となりました。

　この結果、売上高は264億８千万円（前連結会計年度比25.0％減）となり、営業利益は、40億１千８百万円（前連結

会計年度比19.6％減）となりました。

⑤　南米 

　ブラジルでは、市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、二輪車用ショックアブソーバの販売が減少し、減収

となりました。

　この結果、売上高は、168億５千万円（前連結会計年度比39.2％減）となり、営業損失は、８億６千４百万円（前連

結会計年度は営業利益16億４千６百万円）となりました。

⑥　その他の地域

　中国では、市場が好調に推移し、四輪車用部品の販売が増加し、増収となりました。インドでは、パワーステアリン
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グの販売の増加により、増収となりました。

　この結果、売上高は、283億９千９百万円（前連結会計年度比17.3％増）となり、営業利益は、16億５千９百万円

（前連結会計年度比93.5％増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、資金という）は、売上債権の増加はあったもの

の、有形固定資産の取得による支出の減少などにより、72億４千２百万円増加し、当連結会計年度末の資金残高は、124

億４千９百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られた資金は、150億４千７百万円であり、前連結会計年度に比べ174億４千６百万円増加しま

した。これは主に、売上債権が増加となったものの、たな卸資産の減少及び仕入債務が増加したことによるもので

す。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、88億４千６百万円であり、前連結会計年度に比べ203億５百万円減少しました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得られた資金は、11億９千３百万円であり、前連結会計年度に比べ106億９千４百万円減少しまし

た。これは主に長期借入れによる収入の減少及び短期借入金の純増減額が減少したことによるものです。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)
自動車用部品 196,390 △24.5
その他 12,182 2.4

計 208,573 △23.3

　 (注) １．金額は、販売価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前期比
(％)

受注残高
(百万円)

前期比
(％)

自動車用部品 200,915△21.5 18,164 38.2
その他 12,212 235.0 565 389.4

計 213,127△17.9 18,729 41.2

　 (注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)
自動車用部品 195,895 △24.5
その他 11,762 △1.0

計 207,657 △23.5

　 (注) １．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額
(百万円)

割合
(％)

金額
(百万円)

割合
(％)

本田技研工業㈱ 57,182 21.1 44,975 21.7
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３【対処すべき課題】

当社グループ（当社及び連結子会社）の経営環境の今後の見通しとしましては、各国の景気刺激策の効果により、米

国、日本では、緩やかな持ち直し傾向が続き、欧州では持ち直しに向かうと見込まれます。また、アジアにおいては、中国

では拡大傾向、インド及びその他のアジア地域では、回復傾向が続くと見込まれますが、物価の上昇や先進国向けの輸出

の低迷が続くことにより、本格的な回復が遅れることも懸念されています。

自動車業界につきましては、米国、欧州、日本では、自動車買換え支援策により需要を先取りした販売の反動による影

響が予測できない状況にあり、先行きは不透明な状況にありますが、中国、インド及び東南アジアにおいては、需要の増

加が見込まれ、世界全体の需要は、前年を上回る見通しです。

当社グループの事業展開としましては、依然厳しい環境下におかれているとの認識のもと、「ダウンサイジング」

「フレキシブル化」「体質改善」をキーワードに、最適な生産体制の構築のための諸施策を完遂し、収益の改善に取組

み、財務体質、生産体質の強化を図ってまいります。

 

４【事業等のリスク】

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリ

スクには、次のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものです。

(1) 市場変動による影響

　当社グループの当連結会計年度の売上高のうち94.3％を占める自動車用部品事業は、当社グループが得意先に製品

を販売している国又は地域における自動車の需要変動の影響を受けます。特に北米及び日本における四輪車販売の需

要変動は、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

(2) 得意先に関する影響

当社グループの連結売上高は、特定の主要な得意先向が相当の割合を占めています。また、新商品開発力や価格競争

を含めたそれら得意先の需要変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 為替レートの変動による影響

当社グループは、グローバルな生産・供給体制の拡大と強化を図るなかで、グループ会社間の製品・部品等の相互

供給が拡大しています。相互供給取引の拡大は、為替変動リスクを増加させますが、主として米ドルの為替予約等によ

る為替変動リスクのヘッジ及び現地調達率の向上などにより、リスクを軽減しています。しかしながら、急激な為替

レートの変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、海外関係会社の財務諸表の円換算においても、為替レートの変動の影響を受ける可能性があります。

(4) 原材料市況の変動による影響

当社グループの製造している製品は、そのコストのうち多くを原材料費が占めています。それら原材料の素材市況

の変動は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 品質に関する影響

　当社グループは、最先端技術を用いた新製品を早期に市場に投入するとともに、品質保証体制の確立及び品質向上に

努めています。しかしながら、製造工程等で生じた品質不具合の発生は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。
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 (6) 財務制限条項に関する影響

　当社は、金融機関との間でシンジケートタームローン契約を平成20年12月15日付で締結しており、当連結会計年度末

における当該借入金残高は84億３千７百万円でした。当連結会計年度において、財務制限条項の一部である「連結の

経常損益の金額を２期連続して損失計上しないことを確約する」旨の定めに反することとなり、当社の期限の利益を

喪失させる権利が行使される可能性がありましたが、平成22年４月20日付で全ての貸付人から、当社の当該権利への

放棄要請に対する承諾を得て、現在では当該条項への抵触は回避されています。 

 

(7) 法規制等の影響

　当社グループは、国内における種々の法規制を受けるとともに、海外においても投資規制、関税、輸出入及び外国為替

等の規制等を受けています。当社グループは、このような状況下において、権利や財産の保全及び効率的な事業活動に

注力していますが、予期せぬ現行法規制の強化又は新たな法規制により、当社グループの事業活動、財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

(8) 災害・戦争・テロ・ストライキ等の影響

　当社グループは、グローバルに事業を展開しています。このため、自然災害・戦争・テロ・ストライキ等の発生によ

り、当社グループの事業活動、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、輸送用機械の精密機能部品メーカーとして、得意先のニーズを迅速かつ的

確に捉え、また、先進技術を追求する研究開発活動により、商品競争力の強化を図っています。 

　当社グループの研究開発は、主として当社の開発部門において、自動車用部品を中心に推進しています。当連結会計年

度における研究開発費の総額は、59億１千万円となっています。

　当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの研究開発活動の状況は、次のとおりです。

(1) 自動車用部品

自動車用部品につきましては、仕様改革による原価低減等で既存商品群の商品競争力の向上を図るとともに、得意

先のニーズを迅速かつ的確に捉えた仕様を提案することにより販売活動を推進しています。また、原材料の現地調達

を技術的側面から支える要素技術としての材料要件の適合性の見極めなどの研究開発を強化しています。

当事業に係る研究開発費は、58億７百万円です。

(2) その他

　当事業に係る研究開発費は、１億３百万円です。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末までに入手した情報に基づく当社グループの判断を示したもの

です。また、当該事項は、不確実性に由来する影響を全て解消することは現実的ではないため、事実と異なる場合があり

ます。

事業の展開

当社グループ（当社及び連結子会社）は、当連結会計年度におきまして、業務の効率化、徹底した費用削減の諸施策等

を継続展開しました。また、将来の事業規模、競争力の向上などを見据え、生き残りを賭け、確固たる企業基盤の確立と収

益体質の強化のため、最適な生産体制の構築に向け、内外作の見直し、生産ラインの集約・移管、フレキシブル化対応等

の施策に全社一丸となって取り組みました。その主な内容は、次のとおりです。

最適な生産体制の構築の一環として、二輪事業の集約による管理の一元化や設備の有効活用、生産・開発部門の一体

化による効率アップを目指し、平成22年３月に二輪車用リヤクッションの生産を名古屋工場から浅羽工場に移管しまし

た。また、縮小する欧州二輪市場において事業活動が困難となっていた、スペインの子会社ショーワ・ヨーロッパ・ソシ

エダド・アノニマの解散を平成22年３月10日の同社株主総会において決議し、現地で生産していた欧州市場向け大型二

輪車のショックアブソーバについては、最適地生産の観点から、日本の浅羽工場に集約することとしました。

さらに、生産効率の向上、設備の有効活用及び物流効率の向上を目指し、ボート用部品の埼玉工場から浅羽工場への移

管の準備を進めました。また、四輪車用ショックアブソーバにつきましては、物流効率の向上を図るべく、名古屋以西の

得意先向けの生産を埼玉工場から名古屋工場へ移管する準備を進めました。

  

業績の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の業績の概要は、次のとおりで

す。

(1) 売上高

当連結会計年度の売上高は、中国をはじめ、一部の地域では、四輪車用部品の販売が増加したものの、全体としては、

世界的な景気の後退による自動車需要の減少や為替換算の影響等により、2,076億５千７百万円と前連結会計年度に

比べ23.5％の減収となりました。

(2) 販売費及び一般管理費　　

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、222億１千２百万円と前連結会計年度に比べ18.2％の減少となりまし

た。

(3) 営業損失

当連結会計年度の営業損失は、業務の効率化や費用削減等の諸施策による改善はあったものの、主に減産の影響に

より、23億７千万円（前連結会計年度は営業利益24億９百万円）となりました。

(4) 税金等調整前当期純損失

　当連結会計年度の税金等調整前当期純損失は、関係会社整理損失引当金繰入額及び減損損失等を特別損失に計上し

たこと等により、59億３千９百万円（前連結会計年度は税金等調整前当期純損失25億９千４百万円）となりました。 

(5) 当期純損失

　当連結会計年度の当期純損失は、前連結会計年度に計上した繰延税金資産の取り崩し等に比し、当連結会計年度の税

金費用が減少したこと等により、85億９千３百万円（前連結会計年度は当期純損失116億９百万円）となりました。
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セグメント情報

(1) 事業の種類別セグメントの情報

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、製品の販売先の使用目的に応じて、自動車用部品及びその他にセグメン

テーションしており、当連結会計年度の業績は、次のとおりです。

①　自動車用部品

　中国をはじめ、東南アジア等一部の地域における四輪車用部品の販売が増加したものの、総じて市場の低迷による

減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用部品の販売がともに減少し、減収となりました。

　この結果、自動車用部品事業の売上高は、1,958億９千５百万円（前連結会計年度比24.5％減）となり、営業損失

は、30億２千１百万円（前連結会計年度は営業利益15億１千万円）となりました。 

②　その他

　その他の事業の売上高は、117億６千２百万円（前連結会計年度比1.0％減）となり、営業利益は、６億５千万円

（前連結会計年度比27.7％減）となりました。 

(2) 所在地別セグメントの情報

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、グループ各社の所在地の地理的近接度によって、セグメンテーションして

おり、当連結会計年度の業績は、次のとおりです。

①　日本

日本においては、四輪車用部品は、エコカー減税・買換え支援策等による一部車種の増産効果はあったものの、市

場の低迷による得意先の減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用部品の販売がともに減少し、減収となりまし

た。 

　この結果、売上高は1,146億４千８百万円（前連結会計年度比19.4％減）となり、営業損失は、36億３千８百万円

（前連結会計年度は営業損失36億２千７百万円）となりました。

②　北米

北米におきましては、市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、米国では、四輪車用部品、二輪車用部品の販

売がともに減少し減収となり、また、カナダでは、四輪車用部品の販売が減少し、減収となりました。

この結果、売上高は、443億５千２百万円（前連結会計年度比36.8％減）となり、営業損失は、24億３千９百万円

（前連結会計年度は営業損失23億７千１百万円）となりました。

③　欧州

欧州市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、スペインでは、二輪車用ショックアブソーバの販売、また、イ

ギリスでは、四輪車用部品の販売が減少し、減収となりました。 

　この結果、売上高は79億３百万円（前連結会計年度比60.9％減）となり、営業損失は、10億１百万円（前連結会計

年度は営業利益３億４千２百万円）となりました。　　　　

　既に発表していますが、厳しい欧州二輪車市場環境が続いている中で、当社スペイン子会社ショーワ・ヨーロッパ

・ソシエダド・アノニマにおいて財務体質が悪化したこと、また、今後市場の回復が見込めないことから、事業活動

を継続していくことが困難な状況となったため、平成22年３月10日開催の同社株主総会において解散を決議してい

ます。

④　東南アジア

インドネシア、タイでは、市場の回復の兆しはあるものの、得意先の減産の影響を受け、四輪車用部品、二輪車用

ショックアブソーバの販売がともに減少し、減収となりました。 

　この結果、売上高は264億８千万円（前連結会計年度比25.0％減）となり、営業利益は、40億１千８百万円（前連結

会計年度比19.6％減）となりました。

⑤　南米

　ブラジルでは、市場の低迷による得意先の減産の影響を受け、二輪車用ショックアブソーバの販売が減少し、減収

となりました。

　この結果、売上高は、168億５千万円（前連結会計年度比39.2％減）となり、営業損失は、８億６千４百万円（前連

結会計年度は営業利益16億４千６百万円）となりました。

⑥　その他の地域

中国では、市場が好調に推移し、四輪車用部品の販売が増加し、増収となりました。インドでは、パワーステアリン

グの販売の増加により、増収となりました。

この結果、売上高は、283億９千９百万円（前連結会計年度比17.3％増）となり、営業利益は、16億５千９百万円

（前連結会計年度比93.5％増）となりました。 

 

重要な会計方針及び見積り

　当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しています。当社の連結財

務諸表の作成にあたっては、以下の重要な会計方針が当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関連会社）の重

要な判断と見積りに影響を及ぼすと考えており、また、その見積りについては充分な額を引当てていると考えておりま

すが、実際の結果は、それらの見積りと異なる場合があります。
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(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 製品保証引当金

　製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との部品取引基本契約書に基づき、過去の補修実績に将来の見込額

を加味した無償補修対象期間内の費用見積額及び特別の無償補修費用を個別に算出した見積額の合計額を計上して

います。

(3) 関係会社整理損失引当金

　関係会社の清算に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を計上しています。 　

(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。会計基準変更時差

異、過去勤務債務及び数理計算上の差異は、将来にわたって規則的に費用処理しています。

(5) 繰延税金資産

　繰延税金資産については、回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当額を控除し、純額を計上

しています。なお、評価性引当額は、将来の課税所得及びタックスプランニング等を勘案し算定しており、繰延税金資

産の全部又は一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として

計上しています。また、繰延税金資産の計上金額を上回る繰延税金資産を将来回収できると判断した場合、繰延税金資

産への調整により、当該判断を行った期間に利益を増加させることとしています。

(6) 固定資産の減損

　固定資産の減損に係る会計基準の適用において、原則として、事業用資産については管理会計上の単位である事業グ

ループ別にグルーピングを行い、遊休資産については個別物件ごとに減損損失認識の判定を行っています。
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流動性と資金の源泉

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、事業活動のための適切な資金確保、適切な流動性の維持及び健全な財政状態

の維持を財務方針としています。また、今後の商品開発や海外施策展開、生産体質の改善を目的とした施策展開のための

内部留保に努めています。当連結会計年度のキャッシュ・フロー及び借入金の状況は、次のとおりです。

(1) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、資金という）は、売上債権の増加はあったもの

の、有形固定資産の取得による支出の減少などにより、72億４千２百万円増加し、当連結会計年度末の資金残高は、124

億４千９百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動により得られた資金は、150億４千７百万円であり、前連結会計年度に比べ174億４千６百万円増加しまし

た。これは主に、売上債権が増加となったものの、たな卸資産の減少及び仕入債務が増加したことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、88億４千６百万円であり、前連結会計年度に比べ203億５百万円減少しました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により得られた資金は、11億９千３百万円であり、前連結会計年度に比べ106億９千４百万円減少しまし

た。これは主に長期借入れによる収入の減少及び短期借入金の純増減額が減少したことによるものです。

また、当報告書の「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり、当社は、金融機関との間でシンジ

ケートタームローン契約を締結しており、当連結会計年度において、財務制限条項の一部に反することとなりまし

たが、当社の期限の利益を喪失させる権利について、平成22年４月20日付で全ての貸付人から、当社の当該権利への

放棄要請に対する承諾を得て、現在では当該条項への抵触は回避されています。

 

(2) キャッシュ・フロー指標

 前連結会計年度 当連結会計年度
自己資本比率(％) 46.0 42.2
時価ベースの自己資本比率(％) 16.3 33.8
債務償還年数(年) － 1.8
インタレスト・カバレッジ・レシオ － 18.4

　(注)　１．連結ベースの財務諸表によっています。

２．キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを使用し、有利子負債は連結貸借対照表に計上されている利

子を支払っている全ての負債を対象としています。

３．前連結会計年度の債務償還年数（年）及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フロー

がマイナスのため記載していません。　

(3) 借入金の状況

　当連結会計年度末における当社グループの借入金は、短期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）150億８千５

百万円、長期借入金124億３千６百万円と前連結会計年度末に比べ、18億１千４百万円減少しました。 
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設備投資

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、自動車用部品の生産設備を中心に設備投資を行っており、当連結会計年度に

おける設備投資は、総額61億３千５百万円と前連結会計年度に比べ79.1％の減少となりました。

自動車用部品についての設備投資として、主に、御殿場新工場の建設をはじめ、生産設備の拡充、合理化及び更新を実

施しました。この結果、自動車用部品の設備投資の総額は、60億５千８百万円となりました。

　事業の種類別セグメントごとの設備投資は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

自動車用部品 29,062 6,058
その他 381 211
計 29,444 6,269
消去又は全社 △20 △134
連結 29,424 6,135

研究開発費

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、輸送用機械の精密機能部品メーカーとして、得意先のニーズを迅速かつ的確

に捉え、また、先進技術を追求する研究開発活動により、商品競争力の強化を図っています。

　当社グループの研究開発は、主として当社の開発部門において、自動車用部品を中心に推進しています。当連結会計年

度の研究開発費の総額は、59億１千万円と前連結会計年度に比べ8.9％の減少となりました。

　事業の種類別セグメントごとの研究開発費は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

自動車用部品 6,341 5,807
その他 142 103

計 6,484 5,910

(1) 自動車用部品

　自動車用部品につきましては、58億７百万円と前連結会計年度に比べ8.4％の減少となりました。 

 

(2) その他

　その他につきましては、１億３百万円と前連結会計年度に比べ27.8％の減少となりました。

環境認識と今後の取組み

　今後の見通しとしましては、各国の景気刺激策の効果により、米国、日本では、緩やかな持ち直し傾向が続き、欧州では

持ち直しに向かうと見込まれます。また、アジアにおいては、中国では拡大傾向、インド及びその他のアジア地域では、回

復傾向が続くと見込まれますが、物価の上昇や先進国向けの輸出の低迷が続くことにより、本格的な回復が遅れること

も懸念されています。

　自動車業界につきましては、米国、欧州、日本では、自動車買換え支援策により需要を先取りした販売の反動による影響

が予測できない状況にあり、先行きは不透明な状況にありますが、中国、インド及び東南アジアにおいては、需要の増加

が見込まれ、世界全体の需要は、前年を上回る見通しです。

　当社グループの事業展開としましては、依然厳しい環境下におかれているとの認識のもと、「ダウンサイジング」「フ

レキシブル化」「体質改善」をキーワードに、最適な生産体制の構築のための諸施策を完遂し、収益の改善に取組み、財

務体質、生産体質の強化を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ(当社及び連結子会社)は、自動車用部品の生産設備を中心に設備投資を行い、その総額は、61億３千５百

万円と前連結会計年度に比べ79.1％減少しました。

自動車用部品についての設備投資として、主に、生産設備の拡充、合理化及び更新を実施しました。この結果、自動車用

部品の設備投資の総額は、60億５千８百万円となりました。なお、所要資金は自己資金及び借入金で賄いました。また、当

連結会計年度において、生産能力に影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。

なお、当連結会計年度において、減損損失18億９百万円を特別損失に計上しました。当該減損損失の内容については、

「第５経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項 (連結損益計算書関係)」に記載しています。 

２【主要な設備の状況】

　当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりです。

(1) 提出会社

 平成22年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース　資
産

その他 合計

埼玉工場他
(埼玉県行田市)

自動車用
部品
その他 

四輪車用・
ボート用部
品生産設備
・製造機械
設備

1,1082,495
2,183
(137)

  41 406 6,234
915
[95] 

秦野工場
(神奈川県秦野
市)

自動車用
部品 

四輪車用・
二輪車用部
品生産設備

237 983
15
(12)

― 70 1,307
135
[48] 

御殿場第１工場
(静岡県御殿場
市)

自動車用
部品

四輪車用部
品生産設備

4,5243,550
2,530
(70)

  24 10410,733
414
[31] 

御殿場第２工場
(静岡県御殿場
市)

自動車用
部品

四輪車用部
品生産設備

1,3053,359
1,233
(56)

  7 110 6,016
387
[50] 

４輪開発セン
ター
(栃木県芳賀郡
芳賀町)

自動車用
部品

研究開発施
設・設備

670 259
498
(20)

― 84 1,512
271
[37] 

浅羽工場
(静岡県袋井市)

自動車用
部品

四輪車用・
二輪車用部
品生産設備

1,3232,552
961
(128)

2 355 5,194
809
[126] 
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(2) 在外子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物
及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産 

その他 合計

ピー・ティー・
ショーワ・イン
ドネシア・マニ
ファクチャリン
グ

(インドネシア
チカラン)

自動車
用部品

四輪車用・
二輪車用部
品生産設備

4452,074
―
(197)

― 3382,859
1,593
[910] 

アメリカン・
ショーワ・イン
コーポレイテッ
ド

サンベリー工
場
(アメリカ
オハイオ州)

自動車
用部品

四輪車用・
二輪車用部
品生産設備

9273,063
39
(114)

― 2354,266
557
[－] 

ブランチェス
ター工場
(アメリカ
オハイオ州)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

8234,372
14
(169)

－ 3345,545
596
[102] 

ショーワ・ド・
ブラジル・リミ
ターダ

(ブラジル
マナウス)

自動車
用部品

二輪車用部
品生産設備

9075,065
631
(94)

― 8677,472
1,597
[－] 

ショーワ・カナ
ダ・インコーポ
レイテッド

(カナダ
オンタリオ州)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

1,4301,560
294
(270)

12 29 3,327
244
[47] 

広州昭和汽車零
部件有限公司

広州工場
(中国
広州)

自動車
用部品

四輪車用・
二輪車用部
品生産設備

6421,865
―
(47)

― 1112,619
853
[33] 　　
　　　　

武漢工場
(中国
武漢)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

6101,940
―
(47)

― 28 2,580
695
[20] 

上海昭和汽車配
件有限公司

(中国
上海)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

371 961
―
(31)

― 1931,525
396
[298] 

ショーワ・イン
ディア・プライ
ベート・リミ
テッド

(インド
ハリアナ州)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

2581,346
218
(40)

― 71 1,895
73
[277] 

ショーワ・オー
トパーツ(タイ
ランド)・カン
パニー・リミ
テッド　

(タイ
チョンブリ)

自動車
用部品

四輪車用部
品生産設備

370 652
164
(38)

― 1571,345
169
[64] 

   (注) １．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品並びに、建設仮勘定の合計です。

３．従業員数欄の[　]内数字は外数で、臨時従業員数です。

４．(1)提出会社の本社は、埼玉工場と同一敷地内にあるため、その帳簿価額及び面積は、埼玉工場他に含めてい

ます。

５．(1)提出会社の埼玉工場他には、埼玉第２工場及び４輪開発センター(埼玉)を含めています。

６．(1)提出会社の浅羽工場には、２輪開発センター(浅羽)を含めています。

７．(2)在外子会社のピー・ティー・ショーワ・インドネシア・マニファクチャリング、広州昭和汽車零部件有

限公司及び上海昭和汽車配件有限公司の土地については、賃借にて使用しています。 
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　当社グループ(当社及び連結子会社)の設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策

定しています。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、グループ全体で重複投資とならないよ

う、当社を中心に調整を図っています。

　なお、当連結会計年度末現在における投資予定総額は、116億７千２百万円であり、主要な設備の新設等の計画は、次

のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

当社　　　
埼玉工場　

埼玉県　
行田市　

自動車用　
部品　　　　

四輪車用　
　　　　　　
部品生産
設備

931 265
自己資金　
及び借入　
金　

平成21年　
４月　

平成23年　
３月　

－　

当社　
浅羽工場　

静岡県　
袋井市　

自動車用　
部品

四輪車用
・二輪車
用部品生
産設備　

932 180

自己資金　
　　
及び借入　
金　

平成21年　
４月　

平成23年　
３月　

－　

当社　
名古屋工場　

愛知県　
春日井市　

自動車用　
部品　

四輪車用　
・二輪車
用部品生
産設備　

652 28
自己資金　
及び借入　
金　

平成21年　
４月　

平成23年　
２月　

(注)２　

ピー・ティー・
ショーワ・イン
ドネシア・マニ
ファクチャリン
グ　

インドネシア
　
チカラン　

自動車用　
部品　

四輪車用　
・二輪車
用部品生
産設備

656 163自己資金　
平成21年　
12月　

平成22年　
12月　

(注)２　

アメリカン・
ショーワ・イン
コーポレイテッ
ドサンベリー工
場　

アメリカ　
オハイオ州　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

397 138
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
10月　

平成22年　
12月　

(注)２　

アメリカン・
ショーワ・イン
コーポレイテッ
ドブランチェス
ター工場　

アメリカ　
オハイオ州　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

439 42
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
12月　

平成22年　
12月　

(注)２　

ショーワ・ド・
ブラジル・リミ
ターダ　

ブラジル　
マナウス　

自動車用　
部品　

二輪車用　
部品生産　
設備　

868 616
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
３月　

平成22年　
12月　

(注)２　

ショーワ・カナ
ダ・インコーポ
レイテッド　

カナダ　
オンタリオ州
　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

1,356 8
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
12月　

平成22年　
12月　

－

広州昭和汽車零
部件有限公司
広州工場　　

中国　
広州　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

428 111
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
12月　

平成22年　
12月　

(注)２　

上海昭和汽車配
件有限公司　

中国　
上海　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

659 123
自己資金
及び借入
金　

平成21年　
８月　

平成22年　
10月　

(注)２　

㈱ショーワ精工　
神奈川県　
秦野市　

自動車用　
部品　

四輪車用　
部品生産　
設備　

1,604 109
自己資金
及び借入
金　

平成22年　
2月　

平成23年　
3月　

(注)４　

㈱ホンダカーズ　
埼玉北　

埼玉県　
熊谷市　

その他　
自動車販　
売用店舗　

421 － 自己資金　
平成22年　
４月　

平成23年　
３月　

－　

　(注)  １．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

２．主に能力拡充、合理化等のための設備計画であるため、完成後の能力増加が若干見込まれます。

３．完成後の増加能力を記載していない会社及び事業所については、算定が困難なため記載を省略しています。

４. 主に新工場の取得に係る投資であり、完成後は能力増加が若干見込まれます。

　

(2) 重要な設備の除却等

　当連結会計年度末現在において、生産能力に重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 180,000,000
計 180,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 76,020,019 76,020,019
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
す。
単元株式数は、100株です。 

計 76,020,019 76,020,019 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成15年４月１日～
平成16年３月31日(注)

1,241 76,020 381 12,698 378 13,455

　(注)　転換社債の株式への転換による増加です。

 

EDINET提出書類

株式会社ショーワ(E02184)

有価証券報告書

 23/109



(6)【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 43 29 119 136 2 7,4867,815 ―

所有株式数
(単元)

― 235,6103,383286,041130,183 10 104,740759,96723,319 

所有株式数
の割合(％)

― 31.00 0.45 37.6417.13 0.00 13.78100.00 ―

　(注)　自己株式52,260株は、「個人その他」欄に522単元、「単元未満株式の状況」欄に60株含まれています。

 

(7)【大株主の状況】

　

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２―１―１ 25,447,856        33.48
日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１―８―11 7,481,400 9.84

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２―11―３ 3,636,600 4.78

ザ　バンク　オブ　ニユーヨーク　ト
リーテイー　ジヤスデツク　アカウ
ント
(常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)　

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040
BRUSSELS, BELGIUM　
(東京都千代田区丸の内２―７―１)

2,286,300 3.01

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２―７―１ 2,151,480 2.83
ショーワ持株会 埼玉県行田市藤原町１―14―１ 1,626,760 2.14
ジユニパー
(常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行）　

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA　
(東京都千代田区丸の内２―７―１)

1,452,100 1.91

アールビーシーデクシアインベス
ターサービスバンクアカウントル
クセンブルグノンレジデントドメ
スティックレート
(常任代理人　スタンダード   
チャータード銀行)

14, PORTE DE FRANCE, L-4360
ESCH-SUR-ALZETTE GRAND DUCHY OF
LUXEMBOURG
(東京都千代田区永田町２―11―１
山王パークタワー21階)

1,227,330 1.61

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１―８―11 1,134,400 1.49

資産管理サービス信託銀行株式会
社(年金信託口)

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟

1,121,500 1.48

計 ― 47,565,726 62.57

(注)　当社は、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式

会社、三菱ＵＦＪ証券株式会社及び三菱ＵＦＪ投信株式会社を連名とする提出形態）及び住友信託銀行株式会社

（住友信託銀行株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社を連名とする提出形態）から、それぞれ平成21

年６月15日、平成22年２月22日を提出日とする大量保有報告書等の写しの送付を受けましたが、当事業年度末日

現在における実質所有状況を確認することができないため、上記の「大株主の状況」に記載していません。なお、

当該大量保有報告書等の記載内容の概要は、次の表に掲げるとおりです。
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（変更報告書の内容）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２―７―１   2,151,480 2.83

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１―４―５   2,237,900               2.94

 三菱ＵＦＪ証券株式会社  東京都千代田区丸の内２―４―１      90,800               0.12

 三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内１―４―５     129,500               0.17

計 ― 4,609,680  　　　　　　　6.06

（大量保有報告書の内容）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４―５―33
1,139,200　　

　　　　
 　　　　　　　1.50

日興アセットマネジメント株式
会社

東京都港区赤坂９―７―１
ミッドタウン・タワー　

2,700,700　　
　　　　

 　　　　　　　3.55

計 ― 3,839,900  　　　　　　　5.05
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(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 ― ― ―
議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―
議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

52,200 
― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式

75,944,500 
759,445 ―

単元未満株式
 
普通株式

23,319 
― ―

発行済株式総数 76,020,019 ― ―
総株主の議決権 ― 759,445 ―

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ショーワ

埼玉県行田市藤原町
１―14―１

52,200 ― 52,200  0.07

計 ― 52,200 ― 52,200     0.07

 

(9)【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 (1)【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 (2)【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 (3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株)  価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 407 199,990

当期間における取得自己株式 20 13,880

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれていません。

 (4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―
消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―
合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得
自己株式

― ― ― ―

その他
(―)

― ― ― ―

保有自己株式数 52,260 ― 52,280 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれていません。
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３【配当政策】

当社は、業績・成果を勘案した利益還元を配当政策の基本的な考え方とし、長期的視点に立ち、今後の事業展開と連結

業績を考慮して配当内容を決定することとしています。内部留保資金につきましては、今後の海外施策展開、商品開発、

生産効率向上のための資金需要に備えることとし、収益の向上、財務体質の強化に努めています。また、会社法第454条第

５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定め、これと期末配当を合わせ、毎事業年度２回行うことを原

則としています。なお、剰余金の配当を決定する機関は、期末配当につきましては定時株主総会、中間配当につきまして

は取締役会です。

当事業年度の中間配当金及び期末配当金につきましては、現在の事業環境及び業績等を勘案のうえ、慎重に検討いた

しました結果、誠に遺憾ながら見送らせていただきました。

 

 

４【株価の推移】

 (1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第98期 第99期 第100期 第101期 第102期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月
最高(円) 2,180 2,350 1,810 898 763
最低(円) 1,300 1,675 753 258 348

　(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっています。

 (2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高(円) 551 519 584 595 572 763
最低(円) 493 408 411 500 496 523

　(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部の市場相場によっています。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
取締役社長

 飯　山　和　人 昭和26年10月７日生

昭和50年４月本田技研工業株式会社入社

(注)１ 14,800

平成13年11月ホンダマニファクチャリング

オブアラバマ・エル・エル・

シー副社長

平成14年４月本田技研工業株式会社機能執

行役員

平成15年４月ホンダオブザユー・ケー・マ

ニファクチャリング・リミ

テッド副社長

平成16年４月ホンダモーターヨーロッパ・

リミテッド取締役副社長兼ホ

ンダオブザユー・ケー・マニ

ファクチャリング・リミテッ

ド取締役社長 

平成16年６月本田技研工業株式会社取締役

平成17年４月同社取締役、生産本部四輪生産

担当

平成17年６月同社執行役員、生産本部四輪生

産担当

平成18年６月当社代表取締役、取締役副社長

平成19年６月当社代表取締役、取締役社長

(現任)

代表取締役
取締役副社長

開発本部長 前　川　泰　久 昭和26年12月１日生

昭和53年４月本田技研工業株式会社入社

(注)１ 13,800

平成13年４月株式会社本田技術研究所栃木

研究所上席研究員

平成14年４月ホンダアールアンドディヨー

ロッパ(ドイチェランド)・

ゲー・エム・ベー・ハー副社

長

平成15年６月株式会社本田技術研究所常務

取締役

平成19年６月当社代表取締役、取締役副社

長、開発本部長(現任)

代表取締役
専務取締役

生産本部長 平　井　健　之 昭和29年５月５日生

昭和53年４月当社入社

 (注)１ 13,100

平成４年12月当社営業部国内一部長

平成６年12月当社営業一部長

平成８年７月 アメリカン・ショーワ・イン

コーポレイテッド取締役副社

長

平成12年６月当社取締役、営業担当

平成12年11月当社取締役、営業本部長

平成15年４月当社取締役、営業本部長兼購買

本部長兼国際購買部長

平成15年６月当社常務取締役、営業本部長兼

購買本部長兼国際購買部長

平成16年２月当社常務取締役、営業本部長兼

購買本部長

平成17年６月当社常務取締役、ニッシン・

ショーワ・ユー・ケー・リミ

テッド取締役社長

平成19年４月当社常務取締役、生産本部長兼

生産本部埼玉工場長

平成19年６月当社代表取締役、専務取締役、

生産本部長兼生産本部埼玉工

場長

平成20年６月当社代表取締役、専務取締役、

生産本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

常務取締役
品質本部長
技術審査室長　

鵜　飼　紀　夫 昭和26年10月５日生

昭和54年６月

平成14年４月

平成14年６月

平成18年６月

平成19年６月

平成22年３月

　

株式会社本田技術研究所入社

当社入社、開発副本部長

当社取締役、開発本部長

当社常務取締役、開発本部長

当社常務取締役、品質本部長当

社常務取締役、品質本部長兼技

術審査室長(現任)　

(注)１ 5,000

常務取締役
生産副本部長
生産本部
生産企画室長

門　屋　　　彰 昭和31年２月４日生

昭和51年４月当社入社

(注)１ 6,800

平成８年６月 当社四輪事業部埼玉工場長

平成13年４月ニッシン・ショーワ・ユー・

ケー・リミテッド取締役社長

平成15年５月アメリカン・ショーワ・イン

コーポレイテッド取締役副社

長

平成17年６月当社取締役、アメリカン・

ショーワ・インコーポレイ

テッド取締役副社長

平成19年４月当社取締役、生産本部生産企画

室長

平成19年６月当社取締役、生産副本部長兼生

産本部生産企画室長

平成20年６月当社常務取締役、生産副本部長

兼生産本部生産企画室長(現

任)

常務取締役 生産技術本部長 泉　名  　　敦 昭和30年９月15日生

昭和53年４月当社入社

 (注)１ 13,800

平成７年11月当社埼玉工場海外支援室長
平成13年10月当社生産本部生産企画室長
平成15年５月ニッシン・ショーワ・ユー・

ケー・リミテッド取締役社長
平成17年６月ピー・ティー・ショーワ・イ

ンドネシア・マニファクチャ
リング取締役社長

平成19年６月当社取締役、ピー・ティー・
ショーワ・インドネシア・マ
ニファクチャリング取締役社
長

平成20年１月当社取締役、生産本部御殿場工
場長

平成22年６月当社常務取締役、生産技術本部
長(現任)

取締役 開発副本部長 杉　野　光　生 昭和28年11月20日生

昭和60年４月株式会社本田技術研究所入社

 (注)１ 8,500

平成10年６月同社主任研究員

平成17年12月当社入社、開発本部パワステ開

発部長

平成18年６月当社取締役、開発副本部長(現

任)

取締役 営業本部長 小　田 　 　輝 昭和28年８月19日生

昭和52年４月当社入社

(注)１ 14,700

平成８年６月 当社人事部長

平成13年４月当社開発本部開発管理部長

平成15年４月当社購買本部部品購買部長

平成17年５月当社管理本部管理部長

平成17年７月成都寧江昭和汽車零部件有限

公司総経理

平成19年６月当社取締役、成都寧江昭和汽車

零部件有限公司総経理

平成20年１月

 

平成21年６月

 

当社取締役、広州昭和汽車零部

件有限公司総経理

当社取締役、営業本部長(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役  和　田　　　章 昭和33年４月15日生

昭和57年４月当社入社

 (注)１ 2,800

平成15年５月当社営業本部第一営業部長
平成19年11月当社営業本部営業一部長
平成20年６月
 
平成21年６月
 

当社取締役、営業副本部長兼営
業本部営業一部長
当社取締役、広州昭和汽車零部
件有限公司総経理(現任)　

取締役  長　尾　　　岳 昭和36年11月25日生

昭和59年４月当社入社

 (注)１ 5,800

平成15年８月当社生産技術本部生産技術部
長

平成17年５月当社生産本部秦野工場長
平成19年４月アメリカン・ショーワ・イン

コーポレイテッド取締役副社
長

平成20年６月
　
　
平成22年４月
　

当社取締役、アメリカン・
ショーワ・インコーポレイ
テッド取締役副社長
当社取締役、アメリカン・
ショーワ・インコーポレイ
テッド取締役社長(現任)　

取締役  購買本部長 板　垣　豊　隆 昭和28年7月6日生

昭和51年４月三菱自動車工業株式会社入社

(注)１ 3,300

平成10年６月同社購買本部東京購買部次長 
平成14年４月同社トラック・バスカンパ

ニー購買部シニアエキスパー
ト

平成18年８月三菱ふそうトラック・バス株
式会社購買・物流本部資材費
低減プロジェクト推進部長

平成18年12月当社入社、購買本部購買部
平成19年１月
平成21年６月
　
平成21年７月

当社購買本部購買部長
当社取締役、購買本部長兼購買
本部購買部長
当社取締役、購買本部長(現
任) 

取締役
 

管理本部長　
 

佐　藤　祐　悦 昭和29年7月21日生

昭和52年４月本田技研工業株式会社入社

(注)１ 3,000

平成17年４月ホンダカナダファイナンス・
インコーポレイテッド取締役
社長 

平成19年４月本田技研工業株式会社欧州地
域本部地域事業企画室長

平成22年４月当社入社、社長付管理副本部長
平成22年６月当社取締役、管理本部長(現任)

取締役
生産本部 
御殿場工場長

 
杉　山　伸　幸 昭和33年10月1日生

平成２年９月 当社入社

(注)１ 1,300

平成12年11月当社生産技術本部生産技術二
課生技一課長

平成16年５月アメリカン・ショーワ・イン
コーポレイテッド取締役副社
長

平成19年４月ショーワ・カナダ・インコー
ポレイテッド取締役副社長

平成22年６月当社生産本部御殿場工場副工
場長

平成22年６月当社取締役、生産本部御殿場工
場長(現任)

 常勤監査役  青　山　哲　郎 昭和29年10月10日生

昭和53年４月
平成８年６月
平成９年４月
 
平成11年６月
平成12年11月
平成14年４月
平成14年６月
 
平成16年10月
 
 
平成17年６月
 
 
平成20年１月
 
平成21年６月
　　　　　　　　　　　　
　

当社入社
当社二輪事業部浅羽工場長 
ショーワ・ヨーロッパ・ソシ
エダド・アノニマ取締役社長
当社二輪事業部名古屋工場長 
当社生産本部浅羽工場長
当社生産本部御殿場工場長 
当社取締役、生産本部御殿場工
場長 
当社取締役、アメリカン・
ショーワ・インコーポレイ
テッド取締役副社長 
当社常務取締役、アメリカン・
ショーワ・インコーポレイ
テッド取締役社長 
当社常務取締役、管理本部付企
業プロジェクト担当
当社監査役(現任) 

(注)２ 
 

 　　6,300 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

常勤監査役  錦　織　哲　生 昭和28年８月１日生

昭和51年４月本田技研工業株式会社入社

(注)４ 1,300

昭和59年４月ホンダフランス・エス・エー
取締役

平成６年４月 ホンダカーズ(タイランド)カ
ンパニー・リミテッド取締役

平成14年７月株式会社ホンダファイナンス
管理本部財務部長

平成17年６月アメリカンホンダファイナン
ス・コーポレイション取締役

平成20年６月当社監査役(現任)

監査役  岩　上　  　宏 昭和32年２月27日生

昭和54年４月本田技研工業株式会社入社

(注)３ ―

平成８年７月 ホンダエンジンマニファク
チャリング・フィリピン・イ
ンコーポレイテッド部長

平成15年12月ホンダモーターサイクルアン
ドスクーターインディアプラ
イベート・リミテッド取締役

平成19年４月本田技研工業株式会社業務監
査室主幹(現在)

平成19年６月当社監査役(現任)

監査役  佐　野　正　彦 昭和21年10月１日生

昭和50年12月昭和監査法人(現 新日本有限
責任監査法人)入所

(注)４ ―

平成３年５月 太田昭和監査法人(現 新日本
有限責任監査法人)社員

平成９年７月 同監査法人(現 新日本有限責
任監査法人)代表社員

平成19年７月佐野公認会計士事務所開業登
録(現在)

平成20年６月
平成20年６月
 

当社監査役(現任)
八千代工業株式会社監査役(現
在)

計 114,300

(注) １．任期は、選任後１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までです。なお、当該役員の選

任は、当事業年度に関する定時株主総会の決議によるものです。

２．任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。な

お、当該役員の選任は、第101期事業年度に関する定時株主総会の決議によるものです。

３．任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。な

お、当該役員の選任は、第99期事業年度に関する定時株主総会の決議によるものです。

４．任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までです。な

お、当該役員の選任は、第100期事業年度に関する定時株主総会の決議によるものです。

５．常勤監査役 錦織 哲生、監査役 岩上 宏及び監査役 佐野 正彦は、社外監査役です。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

①  コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主の皆様をはじめとした社会から信頼され、期待されつづけることのできる企業を目指し、企業価値の向

上を図るため弾力的で効率的な事業をグローバルに展開していますが、事業を展開するにあたってのリスクの把握や

法令をはじめとした社内外の約束事が遵守されていることがチェックされていなければならないと考えています。

②  経営管理機構

　当社は、取締役会及び監査役会により、職務執行の監督及び監査を行っています。

　取締役会は提出日現在、取締役13名で構成され、重要な業務執行その他の法定事項について決定を行うほか、職務執

行の監督を行っています。また、社長、副社長、専務取締役、常務取締役及び本部長から構成される経営会議、拡大経営

会議を置き、取締役会の決議事項等について事前審議を行うとともに、取締役会から委譲された権限の範囲内で、経営

の重要事項について審議しています。さらに、機能本部制を基盤とした事業展開を踏まえ、全社として有機的な業務運

営のため、本部長で構成する本部長会議を置き、各本部の重要業務に関する情報の共有、拡大経営会議での審議事項に

ついて事前整合を行っています。また、当社グループ全体として有機的な業務運営を堅固なものとするため、各現地法

人の責任者と、重要な業務執行について審議・調整を行なっています。

　監査役会は提出日現在、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役会をはじめとした重要な社内会議に出席するほか、当社及び重要な子会社の業務及び財

産の状況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行っています。また、業務監査室及び会計監査人から、監査の計

画、結果等について説明及び報告を受けるなど、随時、連携し協調を図っています。なお、当社社外監査役と当社との利

害関係はありません。

　当社では、会計監査の適正さを確保するため、監査役会が法令に基づく会計監査の報告及び四半期レビューの報告を

会計監査人から受けています。また、取締役会及び監査役会が会計監査人の選任、報酬等に関する監督を行っていま

す。会計監査人の解任又は不再任の決定の方針につきましては、法令に定められている解任事由に該当する場合に解

任することを検討するほか、その適格性又は信頼性に問題があると認めたときは、解任又は不再任を株主総会の目的

とすることとしています。

（当該体制を採用する理由）　

　当社では取締役の職務執行にあたって、取締役会への付議に至る前に、本部長会議、拡大経営会議を経ることとして

おり、これらの会議においてテーマに応じたエキスパートを交えて詳細にわたってその適法性、妥当性を審議してい

ます。

　さらに、社外監査役３名を含む４名の監査役会が、これらの会議や内部監査部門の監査情報の共有、重要書類の閲覧、

取締役との定期情報交換などを通して、取締役の業務の執行状況を適切に把握の上、社外の視点から経営への監視機

能を果しており、当社の業容、組織規模においては、現状のガバナンス体制が適切と判断しています。

③  コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み

　当社は、経営活動全般にわたる内部体制の更なる強化に向けて、①ショーワで働くすべての人が共有すべき行動の指

針として「私たちの行動指針」の制定、②各事業運営ユニットが、明文化された守るべき法令や社会規範等をマネジ

メントとして自己検証するとともに、その状況を定期的に全社で検証する体系的な仕組みの整備、③企業倫理やコン

プライアンスに関する事項を審議する「コンプライアンス委員会」及びその問題提起を受け付ける「コンプライア

ンス・ホットライン」の設置、④ショーワでの業務執行プロセスの効率性・透明性・健全性のチェック体制の一層の

充実を図るための「業務監査室」の設置、⑤全社レベルの危機に対して、危機発生時における関連する組織及び従業

員の取るべき行動を定めた「危機管理マニュアル」の整備を含めたリスクマネジメント体制の構築、などの施策を展

開しています。

④  内部監査及び監査役監査等の状況

　内部監査部門である業務監査室（提出日現在４名）が、各組織の業務遂行状況についての監査を行っているほか、子

会社・関連会社における内部監査の充実に努めています。

　監査役会は提出日現在、監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役会をはじめとした重要な社内会議に出席するほか、当社及び重要な子会社の業務及び財

産の状況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行っています。また、業務監査室及び会計監査人から、監査の計

画、結果等について説明及び報告を受けるなど、随時、連携し協調を図っています。なお、監査役佐野正彦は公認会計士

の資格を有しています。

⑤  会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、新日本有限責任監査法人に所属する矢定俊博氏、五木田明氏及び松岡

寿史氏の３名です。当社における会計監査業務の執行の継続年数は、矢定俊博氏は５年、五木田明氏は３年、松岡寿史

氏は５年となっています。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、公認会計士試験合格者等９名、その他

７名で構成されています。
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⑥　社外取締役及び社外監査役について

　当社の社外監査役は３名です。なお、当社社外監査役と当社との利害関係はありません。当社は、社外取締役を選任し

ておりませんが、取締役の職務執行にあたって、取締役会への付議に至る前に、本部長会議、拡大経営会議を経ること

としており、これらの会議において適法性、妥当性を審議しています。さらに、社外監査役３名を含む４名の監査役会

が、これらの会議や内部監査部門の監査情報の共有、重要書類の閲覧、取締役との定期情報交換などを通して、取締役

の業務の執行状況を適切に把握の上、社外の視点から経営への監視機能を果しており、外部からの経営監視機能が機

能する体制が整っているため、現状の体制としています。

⑦  役員報酬の内容

　当事業年度における取締役及び監査役の報酬の総額は、３億９千３百万円です。このうち、取締役18名（注）に対する

ものが合計３億４千２百万円、監査役５名（うち社外監査役３名）（注）に対するものが合計５千１百万円（うち社

外監査役２千６百万円）です。この報酬の総額には、当事業年度に関する定時株主総会の決議によって定めた役員賞

与の総額として、４千２百万円が含まれていますが、当事業年度の末日に在任していた取締役15名及び監査役４名に

対するものが、それぞれ合計３千７百万円、合計４百万円です。

また、当事業年度に役員退職慰労引当金として繰り入れたものとして、総額８千４百万円が含まれていますが、この

うち、取締役に対するものが合計７千６百万円、監査役に対するものが合計８百万円です。

（注）上記の員数には、前事業年度に関する定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役３名、監査役１名を含めています。　

（役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法）

　取締役及び監査役の報酬等については、株主総会で決議された限度額の範囲内で、業績、その他、諸般の事情を考慮し

て、それぞれ取締役会の承認、監査役の協議に基づき決定しております。

⑧  取締役の定数

　当社は、取締役の員数を25名以内とする旨定款に定めています。

⑨  取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。

⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の定めによるべき株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上の多数をもって行う旨定款に定めています。これは、

株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもので

す。

⑪  取締役会で決議することができることとした株主総会決議事項

当社は、機動的な資本政策を実施するため、市場取引等により自己の株式を取得することを取締役会の決議によっ

て定めることができる旨を定款に定めています。

⑫  剰余金の配当を決定する機関

当社は、株主への機動的な利益還元を実施するため、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として、会社法第

454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めています。

⑬　株式の保有状況

　　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

13銘柄　　1,640百万円
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ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的　

銘柄 株式数（株）　
貸借対照表計上額（百万円）

　
保有目的　

スズキ㈱ 　　　　　　515,000　　　　　　　　    1,062
取引先との良好な関係維持のため

　

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ
　　　　　　399,970　　　　　　　　　    195

取引先との良好な関係維持のため

　

富士重工業㈱　 　　　　　　248,212　　　　　　　　　    120
取引先との良好な関係維持のため

　

ＮＯＫ㈱              50,000                       70
取引先との良好な関係維持のため

　

日信工業㈱　 　　　　　　　4,500 　　　　　　　　        6
取引先との良好な関係維持のため

　

㈱ケーヒン　 　　　　　　　1,200 　　　　　　　    　    2
取引先との良好な関係維持のため

　

シーケーディ㈱　 　　　　　　　2,000 　　　　　　　    　    1
取引先との良好な関係維持のため

　

㈱アーレスティ　 　　　　　　　1,150 　　　　　　　    　    1
取引先との良好な関係維持のため

　

 

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 63 － 53 －

連結子会社 － － － －

計 63 － 53 －

 

②【その他重要な報酬の内容】　

(前連結会計年度) 

当社の連結子会社の一部については、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst＆　　

　　　Youngに対して監査報酬等を支払っています。

　

　(当連結会計年度)

　当社の連結子会社の一部については、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst＆

Youngに対して監査報酬等を支払っています。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度)

　 該当事項はありません。

　

(当連結会計年度)

　 該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

　当社は、監査日数、提出会社の規模・業務の特性等の要素を勘案し決定しています。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

　　なお、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成していま

す。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

　　なお、前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しています。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31

日まで)の連結財務諸表及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の財務諸表並びに当連結会計

年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年

３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けています。　　

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、また変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

同法人等が開催するセミナーに随時参加しています。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,705 14,651

受取手形及び売掛金 27,404 32,342

商品及び製品 3,986 5,079

仕掛品 4,545 4,096

原材料及び貯蔵品 18,272 16,424

繰延税金資産 321 430

その他 ※2
 7,550 9,061

貸倒引当金 △144 △150

流動資産合計 76,642 81,936

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,233 18,002

機械装置及び運搬具（純額） 38,478 38,380

工具、器具及び備品（純額） 2,389 1,940

土地 7,160 10,004

リース資産（純額） 83 104

建設仮勘定 11,674 2,137

有形固定資産合計 ※4
 74,020

※4
 70,570

無形固定資産 904 775

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 8,336

※1
 11,088

長期貸付金 154 166

繰延税金資産 136 183

その他 ※1
 2,379

※1
 2,540

貸倒引当金 △12 △15

投資その他の資産合計 10,995 13,964

固定資産合計 85,919 85,310

資産合計 162,562 167,247
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,184 26,495

短期借入金 18,960 15,085

未払金及び未払費用 10,654 8,793

リース債務 24 33

未払法人税等 499 1,216

製品保証引当金 1,343 1,253

賞与引当金 2,389 2,456

役員賞与引当金 65 47

関係会社整理損失引当金 － 2,776

その他 2,371 ※2
 2,393

流動負債合計 57,492 60,550

固定負債

長期借入金 10,376 12,436

リース債務 65 85

繰延税金負債 2,497 3,115

製品保証引当金 832 902

退職給付引当金 3,634 4,655

役員退職慰労引当金 391 405

その他 43 41

固定負債合計 17,841 21,642

負債合計 75,334 82,193

純資産の部

株主資本

資本金 12,698 12,698

資本剰余金 13,455 13,455

利益剰余金 58,908 49,784

自己株式 △52 △52

株主資本合計 85,010 75,885

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,978 4,494

繰延ヘッジ損益 △43 △16

為替換算調整勘定 △13,163 △9,750

評価・換算差額等合計 △10,229 △5,272

少数株主持分 12,446 14,440

純資産合計 87,228 85,054

負債純資産合計 162,562 167,247
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 271,510 207,657

売上原価 ※1
 241,935

※1
 187,816

売上総利益 29,574 19,841

販売費及び一般管理費 ※2
 27,164

※2
 22,212

営業利益又は営業損失（△） 2,409 △2,370

営業外収益

受取利息 685 424

受取配当金 281 165

持分法による投資利益 71 234

為替差益 － 993

補助金収入 － 454

その他 290 439

営業外収益合計 1,329 2,712

営業外費用

支払利息 581 876

為替差損 4,046 －

その他 249 81

営業外費用合計 4,876 958

経常損失（△） △1,137 △616

特別利益

固定資産売却益 ※4
 48

※4
 8

特別利益合計 48 8

特別損失

たな卸資産評価損 64 －

固定資産売却損 ※5
 72

※5
 39

固定資産廃棄損 ※6
 319

※6
 347

減損損失 ※7
 645

※7
 1,809

製品保証引当金繰入額 ※8
 404

※8
 358

関係会社整理損失引当金繰入額 － ※9
 2,776

特別損失合計 1,505 5,331

税金等調整前当期純損失（△） △2,594 △5,939

法人税、住民税及び事業税 2,317 2,699

法人税等還付税額 － △1,089

法人税等調整額 4,493 △433

法人税等合計 6,810 1,176

少数株主利益 2,204 1,477

当期純損失（△） △11,609 △8,593
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,698 12,698

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,698 12,698

資本剰余金

前期末残高 13,558 13,455

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △102 －

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,455 13,455

利益剰余金

前期末残高 70,784 58,908

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 652 －

当期変動額

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,609 △8,593

連結範囲の変動 1,208 －

当期変動額合計 △12,528 △9,124

当期末残高 58,908 49,784

自己株式

前期末残高 △51 △52

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △52 △52

株主資本合計

前期末残高 96,989 85,010

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 549 －

当期変動額

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,609 △8,593

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 1,208 －

当期変動額合計 △12,528 △9,125

当期末残高 85,010 75,885
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,069 2,978

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,091 1,516

当期変動額合計 △1,091 1,516

当期末残高 2,978 4,494

繰延ヘッジ損益

前期末残高 14 △43

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58 27

当期変動額合計 △58 27

当期末残高 △43 △16

為替換算調整勘定

前期末残高 38 △13,163

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△13,202 3,413

当期変動額合計 △13,202 3,413

当期末残高 △13,163 △9,750

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,122 △10,229

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△14,351 4,957

当期変動額合計 △14,351 4,957

当期末残高 △10,229 △5,272

少数株主持分

前期末残高 16,015 12,446

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,568 1,993

当期変動額合計 △3,568 1,993

当期末残高 12,446 14,440
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 117,127 87,228

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 549 －

当期変動額

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,609 △8,593

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 1,208 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △17,920 6,951

当期変動額合計 △30,449 △2,174

当期末残高 87,228 85,054
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △2,594 △5,939

減価償却費 10,508 11,239

減損損失 645 1,809

貸倒引当金の増減額（△は減少） 65 4

製品保証引当金の増減額（△は減少） 349 △44

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 △17

退職給付引当金の増減額（△は減少） 302 988

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 2,776

受取利息及び受取配当金 △966 △590

支払利息 581 876

為替差損益（△は益） 601 △165

持分法による投資損益（△は益） △71 △234

補助金収入 － △454

有形固定資産除売却損益（△は益） 343 378

売上債権の増減額（△は増加） 12,329 △3,607

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,687 3,140

仕入債務の増減額（△は減少） △10,803 4,738

その他 △2,705 1,368

小計 △124 16,268

利息及び配当金の受取額 999 801

利息の支払額 △566 △816

補助金の受取額 － 498

法人税等の支払額 △2,707 △2,185

法人税等の還付額 － 480

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,399 15,047

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,796 △1,397

定期預金の払戻による収入 1,530 2,347

有形固定資産の取得による支出 △28,641 △9,776

有形固定資産の売却による収入 209 98

投資有価証券の取得による支出 △6 △87

その他 △447 △31

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,151 △8,846

EDINET提出書類

株式会社ショーワ(E02184)

有価証券報告書

 43/109



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,523 △2,745

長期借入れによる収入 12,069 7,048

長期借入金の返済による支出 － △1,389

少数株主からの払込みによる収入 265 －

配当金の支払額 △2,128 △534

少数株主への配当金の支払額 △824 △1,161

その他 △18 △24

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,887 1,193

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,083 △151

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △17,580 7,242

現金及び現金同等物の期首残高 21,436 5,206

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,351 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,206

※1
 12,449
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　15社

　主要な連結子会社名は、「第１企業の概況 ４関係会

社の状況」に記載しているため省略しました。

　このうち、㈱ホンダカーズ埼玉北は、重要性の観点か

ら当連結会計年度より連結の範囲に含めました。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　15社

　主要な連結子会社名は、「第１企業の概況 ４関係会

社の状況」に記載しているため省略しました。

　なお、ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマ

は、平成22年３月10日の株主総会において解散を決議

し、清算会社となっています。　

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等　　

　ショーワ・リージョナル・センター(タイランド)・

カンパニー・リミテッド(タイ)

(連結の範囲から除いた理由)

　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から除外しています。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　３社

会社名

開発工業股?有限公司(台湾)

ムンジャル・ショーワ・リミテッド(インド)

成都寧江昭和汽車零部件有限公司(中国)

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　３社

会社名

同左

　

　　

　 (2) 非連結子会社ショーワ・リージョナル・センター

(タイランド)・カンパニー・リミテッドの当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

らず、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しています。

(2) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日(３月31

日)と異なる会社については、各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しています。なお、ムンジャル・ショーワ

・リミテッド(インド)の決算日は３月31日ですが、12

月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しています。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日(３月31

日)と異なる会社については、各社の事業年度に係る財

務諸表を使用しています。なお、ムンジャル・ショーワ

・リミテッド(インド)の決算日は３月31日ですが、12

月31日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しています。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、国内子会社の決算日は３月31日です

が、在外子会社の決算日は12月31日です。連結財務諸表の

作成に当たり、在外子会社については、各社の事業年度末

日現在の財務諸表を使用していますが、連結決算日(３月

31日)との間に生じた重要な取引については連結上必要

な調整を行っています。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　　　　　　　　　同左　
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券 

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券 

その他有価証券

　時価のあるものは、決算期末日の市場価格等に基

づく時価法により評価しています。(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しています。)

時価のないものは、移動平均法による原価法に

より評価しています。

その他有価証券

同左　

②　デリバティブ

　　　　時価法によっています。

②　デリバティブ

同左

③　たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は主として総平均法によ

る原価法(貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)によって評価していま

すが、在外連結子会社では主として先入先出法又は

総平均法による低価法によって評価しています。

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公

表分)を適用しています。

　これにより、当連結会計年度の営業利益が347百万

円減少し、経常損失は同額増加し、税金等調整前当期

純損失は412百万円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しています。　　 

③　たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は主として総平均法によ

る原価法(貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)によって評価していま

すが、在外連結子会社では主として先入先出法又は

総平均法による低価法によって評価しています。　
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　当社は、有形固定資産(リース資産を除く)について

は、定率法(ただし、平成19年４月１日以降に取得した

建物については定額法)を採用しています。国内連結子

会社では主として定率法によっていますが、在外連結

子会社では主として定額法を採用しています。

　また、当社及び連結子会社は所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しています。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、

リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))の適用初

年度開始前のリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　当社は、有形固定資産(リース資産を除く)について

は、定率法(ただし、平成19年４月１日以降に取得した

建物については定額法)を採用しています。国内連結子

会社では主として定率法によっていますが、在外連結

子会社では主として定額法を採用しています。

　また、当社及び国内連結子会社は所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しています。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっています。

(会計方針の変更)

　当社及び国内連結子会社では、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に準じ

た会計処理によっていましたが、当連結会計年度より

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13

号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成

19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６

年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平

成19年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に準

じた会計処理によっています。

　なお、リース取引開始日が、リース会計基準等適用初

年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっています。　

　これによる、当連結会計年度の営業利益、経常損失及

び税金等調整前当期純損失に与える影響は軽微です。

　

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しています。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　製品保証引当金

　製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先と

の部品取引基本契約書に基づき、次の見積額の合計

額を計上しています。

イ．過去の補修実績に将来の見込額を加味した無償

補修対象期間内の費用見積額

ロ．特別の無償補修費用を個別に算出した見積額

②　製品保証引当金

同左

③　賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給す

る賞与に充てるため、賞与支払予定額のうち、当連結

会計年度に属する支給対象期間に見合う金額を計上

しています。

③　賞与引当金

同左
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

④　役員賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支出に備

えるため、支給見込額を計上しています。

④　役員賞与引当金

同左

　 ⑤　関係会社整理損失引当金

　関係会社の清算に伴う損失に備えるため、当該損失

見込額を計上しています。

(追加情報)

　連結子会社ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・

アノニマの平成22年３月10日株主総会における解散

決議に伴い、当該清算に係る損失発生見込額2,776百

万円を関係会社整理損失引当金に計上しています。　

　　　　　

⑤　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しています。

　なお、会計基準変更時差異については、主に15年に

よる均等額を費用処理しています。

　過去勤務債務は、主にその発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(15年)による定額法に

より費用処理しています。

　数理計算上の差異は、主に各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定率法によりそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しています。

⑥　退職給付引当金

同左　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号　平

成20年７月31日)を適用しています。なお、これによ

る営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失

に与える影響はありません。また、本会計基準の適用

に伴い発生する退職給付債務の差額はありません。　

⑥　役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しています。

⑦　役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっています。

　なお、為替予約については振当処理の要件を充たし

ている場合は振当処理に、金利スワップについては

特例処理の要件を充たしている場合は特例処理に

よっています。 

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　 同左　 

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

  

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約　

　　　　　　　　　

金利スワップ

 外貨建売掛金及び外貨建予

定売上

借入金 

同左

③　ヘッジ方針

　主として当社の内部規定である「経理部事務マ

ニュアル」に基づき、為替変動リスク及び金利変動

リスクを一定の範囲内でヘッジしています。

③　ヘッジ方針

　主に当社の社内ルールに基づく取引権限及び取引

限度額の範囲内で、為替変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしています。
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。

ただし、特例処理によっているスワップについては、

有効性の評価を省略しています。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計又は相場変動を比較し、その変動額等を基礎に

して、有効性を評価しています。ただし、特例処理に

よっている金利スワップについては、有効性の評価

を省略しています。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価

評価法を採用しています。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんは、個別案件ごとに判断し、

ショーワ・ド・ブラジル・リミターダについては20年

で、その他については20年以内の一定の年数で定額法に

より償却を行っています。ただし、金額が僅少な場合は発

生した連結会計年度の損益として処理しています。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ヶ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的投資からなっています。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

 (「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第

18号　平成18年５月17日)を適用し、連結決算上必要な修正

を行っています。

　これにより、当連結会計年度の営業利益は50百万円増加

し、経常損失は143百万円増加し、税金等調整前当期純損失

は174百万円増加しています。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ています。 
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．当連結会計年度より、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平

成20年８月７日　内閣府令第50号)が適用となることに伴

い、前連結会計年度末において、連結貸借対照表の「たな

卸資産」として掲記していましたが、当連結会計年度末

から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

にて区分掲記しています。なお、前連結会計年度末の「た

な卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原

材料及び貯蔵品」は、それぞれ3,500百万円、4,106百万

円、17,364百万円です。

２．前連結会計年度末において、連結貸借対照表の「建物

及び構築物」「機械装置及び運搬具」「工具、器具及び

備品」「減価償却累計額」として掲記していましたが、

EDINETへのXBRL導入に伴い連結財務諸表の比較可能性を

向上するため、当連結会計年度末より「建物及び構築物

(純額)」「機械装置及び運搬具(純額)」「工具、器具及

び備品(純額)」にて区分掲記しています。なお、前連結会

計年度末の「建物及び構築物」「機械装置及び運搬具」

「工具、器具及び備品」「減価償却累計額」は、それぞれ

31,159百万円、112,135百万円、17,490百万円、△107,529

百万円です。

1.　前連結会計年度まで、連結損益計算書の営業外収益の

「その他」に含めていました「補助金収入」は、営業外

収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度の「補助金収入」は23百万円です。

　

２.　前連結会計年度まで、連結キャッシュ・フロー計算書

の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含

めていました「補助金の受取額」は、重要性が増したこ

とから区分掲記しました。なお、前連結会計年度の営業活

動によるキャッシュ・フローの「補助金の受取額」は35

百万円です。　

　

 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対する事項 ※１　非連結子会社及び関連会社に対する事項

投資有価証券(株式) 1,783百万円

投資その他の資産の「その他」

(出資金)
604

投資有価証券(株式) 2,006百万円

投資その他の資産の「その他」

(出資金)
670

※２　未収消費税等は流動資産の「その他」に含めて表示

しています。

※２　未払消費税等は流動負債の「その他」に含めて表示

しています。

　３　債務保証

　「ホンダ住宅共済会」会員である当社の従業員の銀

行借入103百万円については、本田技研工業㈱の保証に

基づく求償権の履行に対する債務の保証をしていま

す。

　３　債務保証

　「ホンダ住宅共済会」会員である当社の従業員の銀

行借入109百万円については、本田技研工業㈱の保証に

基づく求償権の履行に対する債務の保証をしていま

す。

※４　有形固定資産の減価償却累計額 102,580百万円※４　有形固定資産の減価償却累計額 110,089百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　収益性の低下に伴う簿価切下後の金額でたな卸資産

を計上しており、たな卸資産評価損347百万円が売上

原価に含まれています。   

　

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　492百万円 

※２　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運賃    5,345百万円

従業員給料手当    5,108

賞与引当金繰入額 334

退職給付費用 140

役員退職慰労引当金繰入額 94

役員賞与引当金繰入額 65

製品保証引当金繰入額 1,098

研究開発費   6,484

荷造運賃    3,580百万円

従業員給料手当    4,574

賞与引当金繰入額 375

退職給付費用 210

役員退職慰労引当金繰入額 85

役員賞与引当金繰入額 47

製品保証引当金繰入額 821

研究開発費   5,910

　３　研究開発費の総額は、6,484百万円です。

※４　固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具22百万

円及び工具、器具及び備品26百万円です。

　３　研究開発費の総額は、5,910百万円です。

※４　固定資産売却益の内訳は、機械装置及び運搬具他７百

万円及び工具、器具及び備品０百万円です。

※５　固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具43百万

円及び工具、器具及び備品他29百万円です。

※５　固定資産売却損の内訳は、機械装置及び運搬具38百万

円及び工具、器具及び備品１百万円です。

※６　固定資産廃棄損の内訳は、建物及び構築物70百万円、

機械装置及び運搬具199百万円及び工具、器具及び備品

他49百万円です。

※６　固定資産廃棄損の内訳は、建物及び構築物21百万円、

機械装置及び運搬具313百万円及び工具、器具及び備品

他12百万円です。

※７　当連結会計年度において、以下の資産について減損損

失を計上しました。

※７　当連結会計年度において、以下の資産について減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失
遊休設備 機械装置他 静岡県 503百万円
遊休設備 機械装置 埼玉県  52百万円
遊休設備 機械装置他 愛知県  18百万円
遊休設備 機械装置他 神奈川県 　5百万円
遊休設備 機械装置 ブラジル  38百万円
遊休設備 機械装置 中国  26百万円

　事業用資産については管理会計上の単位である事業

グループ別に、遊休資産については個別物件ごとに資

産のグルーピングを行っています。

　当該遊休資産については、他への転用や売却の可能性

が低いため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その

減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、備

忘価額等により評価しています。

　

　

　

　

　　

用途  種類  場所
減損損失
(百万円)

遊休資産 建物 埼玉県 813
遊休資産 機械装置他 埼玉県 118
遊休資産 機械装置他 静岡県 47
遊休資産 機械装置他 愛知県 16
遊休資産 機械装置他 静岡県 12
遊休資産 機械装置他 アメリカ 587
遊休資産 機械装置 ブラジル　 120
遊休資産 機械装置 中国 80
遊休資産 機械装置 カナダ 13

　事業用資産については管理会計上の単位である事業

グループ別に、遊休資産については個別物件ごとに資

産のグルーピングを行っています。

　当該遊休資産については、他への転用や売却の可能性

が低く、また事業計画の変更又は保有の見直しにより

投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回

収可能額まで減損し、その減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、備

忘価額等により評価しています。　　
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※８　製品の不具合発生に伴う市場対応費用です。 ※８　製品の不具合発生に伴う市場対応費用です。

※９　ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマの清

算に伴い見込まれる損失を計上しており、その主なも

のは従業員に対する臨時の退職金です。　　

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式                 
普通株式 76,020,019 － － 76,020,019

合計 76,020,019 － － 76,020,019
自己株式                 
普通株式(注) 50,663 1,190 － 51,853

合計 50,663 1,190 － 51,853

 (注)  株式数の増減理由は次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加                        1,190株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 1,063 14.00平成20年３月31日平成20年６月23日

平成20年10月24日
取締役会

普通株式 1,063 14.00平成20年９月30日平成20年11月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 531 利益剰余金 7.00平成21年３月31日平成21年６月24日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式                 
普通株式 76,020,019 － － 76,020,019

合計 76,020,019 － － 76,020,019
自己株式                 
普通株式(注) 51,853 407 － 52,260

合計 51,853 407 － 52,260

 (注)  株式数の増減理由は次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加                        　407株

２．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 531 7.00平成21年３月31日平成21年６月24日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

  百万円

現金及び預金勘定 14,705 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△4,000 

流動資産の「その他」に含まれる短
期投資

1,872 

短期借入金（当座借越） △7,371 

現金及び現金同等物 5,206 

  百万円

現金及び預金勘定 14,651 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△3,229 

流動資産の「その他」に含まれる短
期投資

3,049 

短期借入金（当座借越） △2,021 

現金及び現金同等物 12,449 
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　主として事務用機器(工具、器具及び備品)を使用して

います。

　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４

会計処理基準に関する事項(２)重要な減価償却資産の

減価償却の方法に記載のとおりです。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、

リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))の適用初

年度開始前のリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりです。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

567 280 287

その他 301 155 145
合計 868 435 432

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法によっています。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

  百万円

１年内 166 

１年超 266 

合計 432 

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合

が低いため、支払利子込み法によっています。　　　　　　　　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

  百万円

支払リース料 226　

減価償却費相当額 226　

１　ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

同左　

　

　②　リース資産の減価償却の方法

同左　

　

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

す。　

　

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

376 211 165

その他 263 163 100
合計 640 374 266

同左　

　

　 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

    未経過リース料期末残高相当額

  百万円

１年内 131 

１年超 134 

合計 266 

同左　

　

　　　　　　　　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失

  百万円

支払リース料 157　

減価償却費相当額 157　

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。  

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　　　　　　同左  
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

２　オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

  百万円

１年内 32 

１年超 760 

合計 792 

２　オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

  百万円

１年内 34 

１年超 778 

合計 813 
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(金融商品関係)

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しています。余資の運用について

は短期的な預金等に限定し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しています。デリバティブは、後述す

るリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権は、顧客の信用リスクに晒されています。また、外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されて

いますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしています。

　投資有価証券は、主に上場株式であり、市場価格の変動リスクに晒されています。

　営業債務は、短期間で決済されており、一部外貨建て債務の為替変動リスクに対しては、先物為替予約を利用し

てリスクの軽減を図っています。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引です。

　一部の借入金は、金利の変動リスクに晒されていますが、金利スワップ取引を利用してヘッジしており、また、

一部の借入金には財務制限条項が付されています。　

　なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４会計処理基準に関する事項 (4)重要なヘッジ会計の方法」

に記載のとおりです。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　営業債権は、取引先ごとに期日及び残高を管理しており、取引先の財務状況等の情報の収集を行っています。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　一部の外貨建ての営業債権債務の為替の変動リスクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジして

います。また、一部の借入金に係る支払金利の変動リスクを軽減するため、金利スワップ取引を利用しています。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等の把握を行っています。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、担当部門

が決裁担当者の承認を得て行なっています。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理　

　各部門からの報告に基づき担当部門が適時に更新した資金繰計画に基づき、手許流動性の維持などにより流動

性リスクを管理しています。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティブ取引

に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

(5) 信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち約60％が特定の主要な得意先グループに対するも

のです。　　
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていません((注)２．参照)。

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

(1) 現金及び預金 14,651　 14,651　 －

(2) 受取手形及び売掛金 32,342　 32,342　 －

(3) 投資有価証券 　 　 　

　　　その他有価証券 8,901　 8,901　 －

　　　関連会社株式 964　 1,051　 87　

　資産計 56,859　 56,946　 87　

(1) 支払手形及び買掛金 26,495 26,495　 －

(2) 短期借入金 10,046　 10,046　 －　

(3) 長期借入金　 17,475　 17,741　 266　

　負債計 54,017　 54,283　 266　

 デリバティブ取引(*) (68)　 (68)　 －　

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては( )で示しています。

  (注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 資　産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。また、保有目的ごとの有価証券に関する事

項については、注記事項「有価証券関係」に記載のとおりです。

負　債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっています。

(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっています。変動金利による一部の長期借入金は、金利スワップの特例処理の

対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

なお、連結貸借対照表の「短期借入金」に含まれている「１年内返済予定の長期借入金」は、長期借入

金に含めています。　

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」に記載のとおりです。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非連結子会社株式及び関連会社株式 1,041　

非連結子会社及び関連会社出資金 670　

非上場株式 180　

合計 1,893　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証券」には含めていません。

　

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

現金及び預金 14,651

受取手形及び売掛金 32,342

合計 46,993　

　

４．社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

 連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」に記載のとおりです。

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日)を適用しています。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１.　その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日)

 
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

(1) 株式 1,182 6,373 5,191
(2) 債券 － － －　
(3) その他 － － －
小計 1,182 6,373 5,191

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

            

(1) 株式 0 0 △0
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －
小計 0 0 △0

合計 1,183 6,374 5,191

　(注)　当連結会計年度において、有価証券について60百万円(その他有価証券で時価のある株式)減損処理を行っていま

す。  

 

 ２.　時価評価されていない主な有価証券の内容(平成21年３月31日)

 連結貸借対照表計上額(百万円)
    その他有価証券     

非上場株式 178
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 その他有価証券(平成22年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

(1) 株式 8,901 1,186 7,714
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －
小計 8,901 1,186 7,714

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

            

(1) 株式 － － －
(2) 債券 － － －
(3) その他 － － －
小計 － － －

合計 8,901 1,186 7,714

　(注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額180百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)　

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(1) 取引の内容
　利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引、金利関連では金利スワップ取引です。
(2) 取引に対する取組方針
　デリバティブ取引は、将来の為替・金利変動のリスクに備えるために行っており、投機目的のための取引は行わない
方針です。
(3) 取引の利用目的
　デリバティブ取引は、通貨関連では外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で、また金利関連では借入
金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用しています。
　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っています。
ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によっています。
　なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処理に、金利スワップについては特例処理の要
件を充たしている場合は特例処理によっています。
ヘッジ手段とヘッジ対象

　

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約
 
金利スワップ 

 外貨建売掛金及び外貨建
予定売上
借入金 

ヘッジ方針
　主として当社の内部規定である「経理部事務マニュアル」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを一定の範
囲内でヘッジしています。　
ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場
変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。ただし、特例処理によってい
るスワップについては、有効性の評価を省略しています。
(4) 取引に係るリスクの内容
　為替予約取引は為替相場の変動によるリスクを有しています。金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有
しています。
　また、これらの取引は大手金融機関との契約であり、取引先の契約不履行によるリスクはないと判断しています。
(5) 取引に係るリスク管理体制
　当社では、これらの管理は、取引限度額等が明示されている「経理部事務マニュアル」に基づき経理部が行い、取引実
行後、定例取締役会に報告しています。
　また、連結子会社においては、同様の社内ルールに従い経理担当部門が担当役員の承認を得て行っており、重要な取引
については、当社の担当役員に報告されています。
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２．取引の時価等に関する事項

　　通貨関連

区分 取引の種類

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等のうち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

 為替予約取引

 　売建
                

 　　米ドル 2,124 － 2,285 △160

 　　ユーロ 1,011 － 960 51

 　　ポンド 148 － 158 △5

合計 3,283 － 3,398 △114

 (注) １．時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。

 　　 ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、記載対象から除外しています。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　通貨関連

区分 取引の種類
当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等のうち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引

　売建
                

　　米ドル 2,340　 － △75　 △75　

　　ユーロ 684　 － 23　 23　

合計 3,024 － △51 △51

 (注) 時価の算定方法  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。

　

２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 (1) 通貨関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等のうち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

原則的処理方法
為替予約取引              
　売建              
　米ドル 予定売上 736　 －　 △16　

 (注) 時価の算定方法  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しています。

　

　(2) 金利関連

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
当連結会計年度(平成22年３月31日)

契約額等　
（百万円）　

契約額等のうち１年超
（百万円）　

時価　
(百万円)　

金利スワップの特例処理
金利スワップ取引     
変動受取・固定支払 　長期借入金 11,437　 8,625 (注)

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。
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(退職給付関係)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適

格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数

理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金

を支払う場合があります。

　国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職

年金制度及び退職一時金制度(その一部について中小企

業退職金共済制度に加入)を設けています。

　一部の在外連結子会社は、確定拠出型制度又は確定給付

型制度を設けています。 

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

      百万円

イ 退職給付債務 △27,014 

ロ 年金資産 15,171 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △11,843 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 2,374 

ホ 未認識数理計算上の差異 7,982 

ヘ 未認識過去勤務債務 △2,147 

ト
連結貸借対照表計上額純額
(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△3,634 

チ 前払年金費用 － 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △3,634 

      百万円

イ 退職給付債務 △28,658 

ロ 年金資産 18,313 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,344 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,978 

ホ 未認識数理計算上の差異 5,680 

ヘ 未認識過去勤務債務 △1,970 

ト
連結貸借対照表計上額純額
(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

△4,655 

チ 前払年金費用 － 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △4,655 

(注) １. 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しています。

２. 当社が加入しているホンダ企業年金基金の制

度改定に伴い過去勤務債務(債務の減額)が発生

しています。 

(注)　国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しています。
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

   百万円

イ 勤務費用(注)１、２ 1,451 

ロ 利息費用 568 

ハ 期待運用収益 △748 

ニ
会計基準変更時差異の
費用処理額

395 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 505 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △117 

ト
退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

2,055 

   百万円

イ 勤務費用(注)１、２ 1,438 

ロ 利息費用 577 

ハ 期待運用収益 △463 

ニ
会計基準変更時差異の
費用処理額

395 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 1,225 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △176 

ト
退職給付費用
(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ)

2,996 

(注) １. 国内連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務

費用」に計上しています。

２. 中小企業退職金共済制度への拠出額を、「イ　

勤務費用」に計上しています。

３. 上記「ト　退職給付費用」以外に、一部の連結

子会社における確定拠出型の退職給付費用454

百万円を計上しています。

(注) １. 国内連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務

費用」に計上しています。

２. 中小企業退職金共済制度への拠出額を、「イ　

勤務費用」に計上しています。

３. 上記「ト　退職給付費用」以外に、一部の連結

子会社における確定拠出型の退職給付費用231

百万円を計上しています。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の
期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 主として2.0％

ハ 期待運用収益率 主として4.0％

ニ 過去勤務債務の額
の処理年数

主として15年

ホ 数理計算上の差異
の処理年数

主として15年

ヘ 会計基準変更時
差異の処理年数

主として15年

イ 退職給付見込額の
期間配分方法

同左

ロ 割引率 同左

ハ 期待運用収益率 主として3.0%

ニ 過去勤務債務の額
の処理年数

同左

ホ 数理計算上の差異
の処理年数

同左

ヘ 会計基準変更時
差異の処理年数

同左
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

  百万円

繰延税金資産   

繰越欠損金 1,982 

退職給付引当金 1,429 

賞与引当金 959 

製品保証引当金 767 

ソフトウェア償却超過額 488 

未実現利益消去 361 

減価償却費償却超過額 298 

研究開発費加算額 159 

役員退職慰労引当金 156 

社会保険料加算額 140 

その他 355 

繰延税金資産小計 7,098 

評価性引当額 △6,620 

繰延税金資産合計 478 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △2,076 

在外連結子会社の加速度償却費 △315 

特別償却準備金 △5 

その他 △156 

繰延税金負債合計 △2,553 

繰延税金負債の純額 △2,075 

  百万円

繰延税金資産   

繰越欠損金 6,037 

退職給付引当金 1,814 

関係会社清算に伴う税効果　 1,043　

賞与引当金 984 

減損損失 867 

製品保証引当金 751 

ソフトウェア償却超過額 410 

研究開発費加算額 288 

減価償却費等償却超過額 241 

たな卸資産評価損 180 

社会保険料加算額 166 

役員退職慰労引当金 162 

未実現利益消去 126 

未払事業税 43 

その他 649 

繰延税金資産小計 13,769 

評価性引当額 △10,915 

繰延税金資産合計 2,854 

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,086 

在外連結子会社の加速度償却費 △2,100 

在外連結子会社の留保利益 △193 

その他 △167 

繰延税金負債合計 △5,547 

繰延税金負債の純額 △2,693 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　当連結会計年度は税金等調整前当期純損失のため、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳の記載を省略し

ています。 

　同左

 

EDINET提出書類

株式会社ショーワ(E02184)

有価証券報告書

 67/109



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 
自動車用部品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                     
売上高                     
(1) 外部顧客に
対する売上高

259,628 11,881 271,510 － 271,510

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － (－) －

計 259,628 11,881 271,510 (－) 271,510
営業費用 258,117 10,982 269,100 (－) 269,100
営業利益(又は営業損失) 1,510 899 2,409 (－) 2,409

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出

                    

資産 144,926 5,825 150,751 11,810 162,562
減価償却費 10,226 233 10,459 49 10,508
減損損失 645 － 645 － 645
資本的支出 29,062 381 29,444 (20) 29,424

 

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 
自動車用部品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                     
売上高                     
(1) 外部顧客に
対する売上高

195,895 11,762 207,657 － 207,657

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － (－) －

計 195,895 11,762 207,657 (－) 207,657
営業費用 198,916 11,111 210,028 (－) 210,028
営業利益(又は営業損失) (3,021) 650 (2,370) (－) (2,370)

Ⅱ　資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出

                    

資産 146,866 6,923 153,790 13,457 167,247
減価償却費 10,966 239 11,206 32 11,239
減損損失 943 865 1,809 － 1,809
資本的支出 6,058 211 6,269 (134) 6,135
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　 (注) １．事業区分の方法

製品の販売先の使用目的に応じて、自動車用部品・その他(ボート用部品・産業用機器・事務機器用部品・

製造機械設備等・自動車販売等)にセグメンテーションしています。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

自動車用部品

四輪車用・二輪車用ショックアブソーバ、パワーステアリング、プロペラシャ

フト、ガススプリング、オートマチックトランスミッション部品、デファレン

シャルギヤ、その他四輪・二輪車用駆動系部品

 ボート用部品 船外機用パワーチルトトリム、シリンダ、ポンプアンドモータ

 

その他

産業用機器 各種油圧シリンダ

事務機器用部品 ガススプリング

 製造機械設備等 製造機械設備

 自動車販売等 自動車販売、部品販売・修理、保険代理

３．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,810百万円であり、

その主なものは、当社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等です。

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,457百万円であり、

その主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る

資産等です。

４．会計処理の方法の変更

(前連結会計年度)

 (1) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理基準に関する事項に記載のとおり、当連結

会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)を適

用しています。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業利益は、「自動車用部品」

について、347百万円減少し、「その他」について、０百万円減少しています。

 (2) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を

適用しています。この変更に伴い、各セグメントの営業利益に与えた影響は、次のとおりです。

 
自動車用部品
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

営業利益 50 － 50 － 50
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

東南　　ア
ジア　(百
万円)

南米
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                                     
売上高                                     
(1) 外部顧客に対する
売上高

100,52368,55420,07234,27027,69920,390271,510－ 271,510

(2) セグメント間の
　　内部
売上高又は振替高

41,7611,609 154 1,059 － 3,81348,399(48,399)－

計 142,28570,16420,22635,33027,69924,203319,909(48,399)271,510
営業費用 145,91272,53519,88330,33426,05223,346318,065(48,965)269,100
営業利益(又は営業損
失)

(3,627)(2,371)342 4,9961,646 857 1,843 566 2,409

Ⅱ　資産 81,48530,5558,40119,97010,67321,612172,699(10,136)162,562

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

東南　　ア
ジア　(百
万円)

南米
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益                                     
売上高                                     
(1) 外部顧客に対する
売上高

87,84243,9757,79526,20216,85024,990207,657－ 207,657

(2) セグメント間の
　　内部
売上高又は振替高

26,806376 107 278 － 3,40930,978(30,978)－

計 114,64844,3527,90326,48016,85028,399238,636(30,978)207,657
営業費用 118,28746,7918,90522,46217,71526,740240,902(30,873)210,028
営業利益(又は営業損
失)

(3,638)(2,439)(1,001)4,018(864)1,659(2,266)(104)(2,370)

Ⅱ　資産 77,81526,9546,83022,76014,30020,027168,688(1,440)167,247

　(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米 アメリカ、カナダ

欧州 スペイン、イギリス

東南アジア インドネシア、タイ

南米 ブラジル

その他の地域 中国、インド

２．前連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,810百万円であり、そ

の主なものは、当社での長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等です。

当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は13,457百万円であり、そ

の主なものは、当社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産

等です。

３．会計処理の方法の変更

(前連結会計年度) 

 (1) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４会計処理基準に関する事項に記載のとおり、当連結会

計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)を適用

しています。この変更に伴い、従来の方法に比較して、「日本」の当連結会計年度の営業損失は、347百万円

増加しています。
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 (2) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より「 連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18年５月17日)を

適用しています。この変更に伴い、各セグメントの営業利益に与えた影響は、次のとおりです。

 
日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

東南　　ア
ジア　(百
万円)

南米
(百万円)

その他の
地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

営業利益 － (11) － (16) 60 13 45 4 50

　

４．追加情報

(前連結会計年度)

　「南米」は従来、「その他の地域」に含めて表示していましたが、相対的な重要性が高まっているため、当連結

会計年度より区分掲記しています。

　なお、前連結会計年度の「その他の地域」に含まれている「南米」の金額は、次のとおりです。

 
南米
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益     
売上高     
(1) 外部顧客に対する
売上高

24,862

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

－

計 24,862
営業費用 22,238
営業利益 2,623

Ⅱ　資産 12,765
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

 北米 欧州 東南アジア 南米 その他の地域 計
Ⅰ　海外売上高(百万円) 67,46318,66134,07028,133 22,456170,785
Ⅱ　連結売上高(百万円)                     271,510
Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

24.8 6.9 12.5 10.4 8.3 62.9

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

 北米 欧州 東南アジア 南米 その他の地域 計
Ⅰ　海外売上高(百万円) 44,715 9,809 27,68616,577 27,775126,563
Ⅱ　連結売上高(百万円)                     207,657
Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

21.5 4.7 13.3 8.0 13.4 60.9

　(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

北米 アメリカ、カナダ

欧州 スペイン、イギリス

東南アジア インドネシア、タイ

南米 ブラジル

その他の地域 中国、その他アジア

３．追加情報

(前連結会計年度)

　所在地別セグメント情報に記載のとおり、当連結会計年度より「南米」を区分掲記しています。

　なお、前連結会計年度の「その他の地域」に含まれている「南米」の海外売上高等は、次のとおりです。

 南米 　

Ⅰ　海外売上高(百万円) 26,290     

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

　　の割合(％)
9.3     

 

EDINET提出書類

株式会社ショーワ(E02184)

有価証券報告書

 72/109



【関連当事者情報】

      前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　 (追加情報)

  当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準第11号　平成18年10月17日)及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日)を適用して

います。

  なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 

関連当事者との取引　

  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。) 等

種類

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

その他の関

係会社

(当該その

他の関係会

社の親会社

を含む)

本田技研

工業㈱ 

東京都

港区 
 86,067

輸送用機械器

具及び原動

機、農機具そ

の他の一般機

械器具の製造

及び販売

被所有

　直接

(33.5)

当社製品の

販売 

役員の被転

籍

役員の兼任 

四輪車用・
二輪車用部
品、その他製
品の販売

 57,182売掛金 5,337

 (注) １．取引条件ないし取引条件の決定方針

当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場価格、総原価を勘案して価格交渉の上、一般取引条

件と同様に決定しています。

２．取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含みます。

  

      当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　  

関連当事者との取引　

  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。) 等

種類

会社等の

名称又は

氏名 

所在地 

資本金又

は出資金

(百万円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金額

(百万円) 
科目 

期末残高

(百万円)

その他の関

係会社

(当該その

他の関係会

社の親会社

を含む)

本田技研

工業㈱ 

東京都

港区 
 86,067

輸送用機械器

具及び原動

機、農機具そ

の他の一般機

械器具の製造

及び販売

被所有

　直接

(33.5)

当社製品の

販売 

役員の被転

籍

役員の兼任 

四輪車用・
二輪車用部
品、その他製
品の販売

 44,975売掛金 7,602

 (注) １．取引条件ないし取引条件の決定方針

当社製品の販売については、価格その他の取引条件は、市場価格、総原価を勘案して価格交渉の上、一般取引条

件と同様に決定しています。

２．取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含みます。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額     984円38銭
１株当たり当期純損失(△)   △152円82銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載していません。 

１株当たり純資産額     929円52銭
１株当たり当期純損失(△)   △113円11銭

同左　 

 (注) 算定上の基礎

(1) １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

当連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 87,228 85,054
純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

12,446 14,440

(うち少数株主持分) (12,446) (14,440) 
普通株式に係る連結会計年度末の
純資産額(百万円)

74,781 70,613

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た連結会計年度末の普通株式数(千株)

75,968 75,967

(2) １株当たり当期純損失

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純損失(△)
(百万円)

△11,609 △8,593

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

－ －

普通株式に係る当期純損失(△)
(百万円)

△11,609 △8,593

普通株式の期中平均株式数
(千株)

75,968 75,967

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 17,943 10,046 3.12 ―
１年以内に返済予定の長期借入金 1,017 5,038 3.22 ―
１年以内に返済予定のリース債務 24 33 ― ―
長期借入金(１年以内に返済予定のもの
を除く。)

10,376 12,436 2.79平成23年～平成26年

リース債務(１年以内に返済予定のもの
を除く。)

65 85 ― 平成23年～平成28年

その他有利子負債  － － ― ―
合計 29,426 27,640 ― ―

　(注) １．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務の平均利率については、主としてリース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリー　

　ス債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年間の返済予定額は次の

とおりです。 

 
 １年超２年以内

(百万円) 

 ２年超３年以内

(百万円) 

３年超４年以内

(百万円) 

４年超５年以内

(百万円) 

長期借入金  5,569 3,599 2,277  989

リース債務  35  26  16  6

 

(2)【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高 (百万円) 42,739　 50,958　 56,515　 57,444　

税金等調整前四半期純利益

又は税金等調整前四半期純

損失(△) (百万円)

△1,647　 △1,473　 263　 △3,082　

四半期純損失(△)(百万円) △2,085　 △2,410　 △880　 △3,216　

１株当たり四半期純損失

(△) (円)
△27.45　 △31.74　 △11.58　 △42.34　
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 383 275

受取手形 167 206

売掛金 ※1,※3
 28,833

※1,※3
 29,909

商品及び製品 1,200 1,910

仕掛品 2,361 2,449

原材料及び貯蔵品 1,963 1,840

前払費用 54 56

短期貸付金 117 97

関係会社短期貸付金 2,578 3,075

未収入金 1,895 2,029

その他 ※2
 988 56

貸倒引当金 △1,419 △3,888

流動資産合計 39,125 38,018

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 5,693 8,798

構築物（純額） 502 751

機械及び装置（純額） 16,043 13,709

車両運搬具（純額） 69 46

工具、器具及び備品（純額） 1,030 602

土地 5,470 8,000

リース資産（純額） 65 87

建設仮勘定 7,917 608

有形固定資産合計 ※5
 36,792

※5
 32,604

無形固定資産

電話加入権 19 19

施設利用権 13 12

無形固定資産合計 33 31

投資その他の資産

投資有価証券 1,333 1,640

関係会社株式 19,967 21,362

出資金 73 73

関係会社出資金 5,963 5,963

従業員に対する長期貸付金 75 67

関係会社長期貸付金 1,935 1,023

長期前払費用 34 35

その他 730 772

貸倒引当金 △12 △15

投資その他の資産合計 30,102 30,922

固定資産合計 66,927 63,558

資産合計 106,053 101,576
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 1,078 960

買掛金 12,088 15,826

短期借入金 6,800 1,800

1年内返済予定の長期借入金 562 3,588

リース債務 16 28

未払金 6,392 4,790

未払費用 565 775

未払法人税等 － 52

繰延税金負債 35 －

前受金 － 0

預り金 228 250

前受収益 2 4

製品保証引当金 743 664

賞与引当金 2,244 2,274

役員賞与引当金 47 42

設備関係支払手形 656 301

その他 31 ※2
 66

流動負債合計 31,493 31,426

固定負債

長期借入金 8,437 9,681

リース債務 56 77

繰延税金負債 2,075 3,070

製品保証引当金 590 632

退職給付引当金 3,429 4,252

役員退職慰労引当金 363 375

その他 1 0

固定負債合計 14,954 18,090

負債合計 46,448 49,517
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,698 12,698

資本剰余金

資本準備金 13,455 13,455

資本剰余金合計 13,455 13,455

利益剰余金

利益準備金 838 838

その他利益剰余金

配当準備積立金 6,400 6,400

特別償却準備金 7 －

別途積立金 31,800 31,800

繰越利益剰余金 △8,467 △17,536

利益剰余金合計 30,578 21,502

自己株式 △52 △52

株主資本合計 56,680 47,603

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,968 4,471

繰延ヘッジ損益 △43 △16

評価・換算差額等合計 2,924 4,454

純資産合計 59,605 52,058

負債純資産合計 106,053 101,576
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 ※1
 135,421

※1
 104,972

売上原価

製品期首たな卸高 1,247 1,200

当期製品製造原価 122,555 96,146

当期製品仕入高 1,416 1,565

合計 125,219 98,911

製品期末たな卸高 1,200 1,911

製品売上原価 ※2
 124,019

※2
 96,999

売上総利益 11,402 7,973

販売費及び一般管理費 ※3
 15,460

※3
 12,974

営業損失（△） △4,058 △5,001

営業外収益

受取利息 86 88

受取配当金 ※1
 1,556

※1
 1,765

補助金収入 － 417

その他 127 109

営業外収益合計 1,770 2,380

営業外費用

支払利息 78 268

為替差損 520 144

その他 132 5

営業外費用合計 732 419

経常損失（△） △3,020 △3,039

特別利益

固定資産売却益 ※5
 1

※5
 1

貸倒引当金戻入額 － ※6
 139

特別利益合計 1 140

特別損失

たな卸資産評価損 64 －

固定資産売却損 ※7
 20

※7
 34

固定資産廃棄損 ※8
 204

※8
 306

減損損失 ※9
 580

※9
 1,007

貸倒引当金繰入額 ※10
 1,350

※10
 2,607

製品保証引当金繰入額 ※11
 275

※11
 340

関係会社株式評価損 ※12
 1,002

※12
 885

関係会社出資金評価損 ※13
 173 －

特別損失合計 3,670 5,181

税引前当期純損失（△） △6,689 △8,080

法人税、住民税及び事業税 380 492

法人税等調整額 4,125 △28

法人税等合計 4,505 463

当期純損失（△） △11,195 △8,544
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  80,76565.9 61,13263.5
Ⅱ　労務費  26,24921.4 21,65522.5
Ⅲ　経費 ※１ 15,64312.7 13,44614.0
当期総製造費用  122,657100.0 96,234100.0
仕掛品期首たな卸高  2,259     2,361     

合計  124,917    98,596    
仕掛品期末たな卸高  2,361     2,449     
当期製品製造原価  122,555    96,146    

                  

　 (注) ※１ このうち主なものは、次のとおりです。

 

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

 

 
 
 

当事業年度
(自　平成21年４月１日 
至　平成22年３月31日)

 
 

減価償却費(百万円) 4,862 5,287
消耗工具器具費(百万円) 2,784 1,943

 (原価計算の方法)

　実際原価による総合原価計算(加工費については工程別計算)によっています。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,698 12,698

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,698 12,698

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 13,455 13,455

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,455 13,455

資本剰余金合計

前期末残高 13,455 13,455

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 13,455 13,455

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 838 838

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 838 838

その他利益剰余金

配当準備積立金

前期末残高 6,400 6,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 6,400 6,400

特別償却準備金

前期末残高 24 7

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △16 △7

当期変動額合計 △16 △7

当期末残高 7 －

別途積立金

前期末残高 31,800 31,800

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 31,800 31,800
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 4,837 △8,467

当期変動額

特別償却準備金の取崩 16 7

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,195 △8,544

当期変動額合計 △13,305 △9,068

当期末残高 △8,467 △17,536

利益剰余金合計

前期末残高 43,901 30,578

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,195 △8,544

当期変動額合計 △13,322 △9,076

当期末残高 30,578 21,502

自己株式

前期末残高 △51 △52

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △52 △52

株主資本合計

前期末残高 70,003 56,680

当期変動額

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,195 △8,544

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △13,323 △9,076

当期末残高 56,680 47,603
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,069 2,968

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,100 1,502

当期変動額合計 △1,100 1,502

当期末残高 2,968 4,471

繰延ヘッジ損益

前期末残高 14 △43

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△58 27

当期変動額合計 △58 27

当期末残高 △43 △16

評価・換算差額等合計

前期末残高 4,083 2,924

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,158 1,529

当期変動額合計 △1,158 1,529

当期末残高 2,924 4,454

純資産合計

前期末残高 74,087 59,605

当期変動額

剰余金の配当 △2,127 △531

当期純損失（△） △11,195 △8,544

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,158 1,529

当期変動額合計 △14,482 △7,546

当期末残高 59,605 52,058
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【重要な会計方針】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法により評価しています。

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

　時価のあるものは、事業年度末日の市場価格等に基づ

く時価法により評価しています。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定しています。)

　時価のないものは、移動平均法による原価法により評

価しています。

(2) その他有価証券

同左

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　時価法によっています。

２　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 評価基準

  製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品はいずれも原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)によっています。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 評価基準

　製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品はいずれも原価法(貸

借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法)によっています。

(2) 評価方法

　製品、仕掛品及び原材料は総平均法により、貯蔵品は

最終取得原価法によっています。

(2) 評価方法

  製品、仕掛品及び原材料は総平均法により、貯蔵品は

最終取得原価法によっています。

 (会計方針の変更)

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)

を適用しています。

　これにより、当事業年度の営業損失及び経常損失はそ

れぞれ347百万円、税引前当期純損失は412百万円増加

しています。　

　

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　定率法(ただし、平成19年４月１日以降に取得した建

物については定額法)を採用しています。

４　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　　　　　同左
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しています。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しています。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が「リース取引に関する会計

基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企

業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))の

適用初年度開始前のリース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっています。

 (会計方針の変更)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっていましたが、当事業年度より「リース取引に

関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６

月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30

日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月

18日(日本公認会計士協会　会計制度委員会)、平成19

年３月30日改正))を適用し、通常の売買取引に準じ

た会計処理によっています。

　なお、リース取引開始日が、リース会計基準等適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。

　これによる、当事業年度の営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失に与える影響は軽微です。 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しています。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっています。

　

(4) 長期前払費用

定額法を採用しています。

(4) 長期前払費用

同左
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しています。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 製品保証引当金

　製品の無償補修費用の支出に備えるため、得意先との

部品取引基本契約書に基づき、次の見積額の合計額を

計上しています。

(a)過去の補修実績に将来の見込額を加味した無償補

修対象期間内の費用見積額

(b)特別の無償補修費用を個別に算出した見積額

(2) 製品保証引当金

同左

(3) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支払

予定額のうち当事業年度に属する支給対象期間に見合

う金額を計上しています。

(3) 賞与引当金

同左

(4) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上し

ています。

(4) 役員賞与引当金

同左

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。

　なお、会計基準変更時差異については、15年による均

等額を費用処理しています。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15年)による定額法により費用

処理しています。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定率法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しています。

(5) 退職給付引当金　

同左　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 (会計方針の変更)

　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)」(企業会計基準第19号　平成20年７月

31日)を適用しています。なお、これによる営業損失、経

常損失及び税引前当期純損失に与える影響はありませ

ん。また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額はありません。

(6) 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当

事業年度末要支給額を計上しています。

(6) 役員退職慰労引当金

同左
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっています。

　なお、為替予約については振当処理の要件を充たして

いる場合は振当処理に、金利スワップについては特例

処理の要件を充たしている場合は特例処理によってい

ます。 

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　　　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象       　　

ヘッジ手段  ヘッジ対象

為替予約  外貨建売掛金、

外貨建予定売上及び

外貨建貸付金

金利スワップ  借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象   

　　　　　　　　　　　同左    　　

(3) ヘッジ方針

　当社の内部規定である「経理部事務マニュアル」に

基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしています。

(3) ヘッジ方針

　主に当社の社内ルールに基づく取引権限及び取引限

度額の範囲内で、為替変動リスク及び金利変動リスク

をヘッジしています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を

基礎にして、ヘッジ有効性を評価しています。ただし、

特例処理によっているスワップについては、有効性の

評価を省略しています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、その変動額等を基礎にして、有

効性を評価しています。ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効性の評価を省略してい

ます。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっています。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１．当事業年度末より、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平

成20年８月７日　内閣府令第50号)が適用となることに

伴い、前事業年度末において貸借対照表の「原材料」

「貯蔵品」として掲記していましたが、「原材料及び貯

蔵品」にて一括掲記しています。なお、当事業年度末の

「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ1,478百万円、485百

万円です。

２．前事業年度において、損益計算書の「関係会社株式・

出資金評価損」として掲記していましたが、EDINETへの

XBRL導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上するため、

当事業年度より「関係会社株式評価損」「関係会社出資

金評価損」にて区分掲記しています。

　　なお、前事業年度の「関係会社株式評価損」「関係会社

出資金評価損」は、それぞれ88百万円、180百万円です。

　　前事業年度まで、損益計算書の営業外収益の「その他」

に含めていました「補助金収入」は、営業外収益の総額

の100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前事

業年度の「補助金収入」は16百万円です。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　関係会社に対する主な資産及び負債

(区分掲記したものを除く。)

※１　関係会社に対する主な資産及び負債

(区分掲記したものを除く。)

売掛金  19,555百万円 売掛金  20,033百万円　

※２　未収消費税等は流動資産の「その他」に含めて表示

しています。

※２　未払消費税等は流動負債の「その他」に含めて表示

しています。

※３　売掛金には、ファクタリング方式により譲渡した売上

債権の未収額が2,098百万円含まれています。

※３　売掛金には、ファクタリング方式により譲渡した売上

債権の未収額が1,168百万円含まれています。

　４　債務保証

保証先
金額

(百万円) 
内容

上海昭和汽車配件

有限公司 

 1,529銀行借入金

アメリカン・

ショーワ・イン

コーポレイテッド

 3,929

(注)

銀行借入金

従業員  103「ホンダ住宅共済
会」会員である当
社の従業員の銀行
借入について本田
技研工業㈱の保証
に基づく求償権の
履行に対する債務

　　　 計 5,562 

(注) 外貨建金額40百万米ドル

　４　債務保証

保証先
金額

(百万円) 
内容

上海昭和汽車配件

有限公司 

 1,364

(14百万　　米

ドル)　

銀行借入金

アメリカン・

ショーワ・イン

コーポレイテッド

 3,380

(36百万　　米

ドル)　　

銀行借入金・
リース債務　

ショーワ・カナダ

・インコーポレイ

テッド　

 2,364

(18百万　　カ

ナダドル)

(7百万　　米

ドル)

銀行借入金

ショーワ・ヨー

ロッパ・ソシエダ

ド・アノニマ

 2,186

(17百万　　

ユーロ)

銀行借入金

ショーワ・イン

ディア・プライ

ベート・リミテッ

ド

 472

(225百万　　イ

ンドルピー)　

銀行借入金

従業員  109「ホンダ住宅共済
会」会員である当
社の従業員の銀行
借入について本田
技研工業㈱の保証
に基づく求償権の
履行に対する債務

　　　 計 9,877 

※５　有形固定資産の減価償却累計額 67,240百万円※５　有形固定資産の減価償却累計額 68,909百万円

 　 (表示方法の変更)

 　 　前事業年度末まで各有形固定資産の取得価額から減価

償却累計額を控除する方法によっていましたが、

EDINETへのXBRL導入に伴い、当事業年度末より、減価償

却累計額を控除後の純額にて表示する方法に変更して

います。なお、前事業年度末も同様の方法にて表示して

おり、前事業年度末における有形固定資産の減価償却

累計額は、63,478百万円です。
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　関係会社との主な取引 ※１　関係会社との主な取引

売上高 92,848百万円

受取配当金   1,447

売上高 70,579百万円

受取配当金   1,675

※２　収益性の低下に伴う簿価切下後の金額でたな卸資産

を計上しており、たな卸資産評価損347百万円が売上

原価に含まれています。

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　183百万円

※３　販売費及び一般管理費の主なもの ※３　販売費及び一般管理費の主なもの

荷造運賃 4,220百万円

給与及び諸手当  1,394

賞与引当金繰入額  241

退職給付費用  138

役員退職慰労引当金繰入額  94

役員賞与引当金繰入額  47

製品保証引当金繰入額  829

研究開発費   6,155

荷造運賃 3,008百万円

給与及び諸手当  1,325

賞与引当金繰入額  278

退職給付費用  200

役員退職慰労引当金繰入額  84

役員賞与引当金繰入額  42

製品保証引当金繰入額  653

研究開発費   5,639

　なお、販売費に属する費用のおおよその割合は　

34％であり、一般管理費に属する費用のおおよその

割合は66％です。

　なお、販売費に属する費用のおおよその割合は　29

％であり、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は71％です。

４　研究開発費の総額は、6,155百万円です。　 ４　研究開発費の総額は、5,639百万円です。　

※５　車両運搬具の売却益です。 ※５　車両運搬具、工具、器具及び備品の売却益です。

　 ※６　ショーワ・インディア・プライベート・リミテッド

に対するものです。　

※７　固定資産売却損の内訳は、車両運搬具16百万円、工具、

器具及び備品他４百万円です。

※７　固定資産売却損の内訳は、機械及び装置34百万円、車

両運搬具他０百万円です。

※８　固定資産廃棄損の内訳は、建物25百万円、構築物４百

万円、機械及び装置 133百万円、車両運搬具０百万円、

工具、器具及び備品他40百万円です。

※８　固定資産廃棄損の内訳は、建物15百万円、構築物０百

万円、機械及び装置 277百万円、車両運搬具０百万円、

工具、器具及び備品他12百万円です。

※９　当事業年度において、以下の資産について減損損失を

計上しました。

※９　当事業年度において、以下の資産について減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所 減損損失
遊休設備 機械及び装置他 静岡県 503百万円
遊休設備 機械及び装置 埼玉県  52百万円
遊休設備 機械及び装置他 愛知県  18百万円
遊休設備 機械及び装置他 神奈川県   5百万円

　事業用資産については管理会計上の単位である事業

グループ別に、遊休資産については個別物件ごとに資

産のグルーピングを行っています。

　当該遊休資産については、他への転用や売却の可能性

が低いため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、その

減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、備

忘価額等により評価しています。

　

用途 種類 場所
減損損失
(百万円)　

遊休資産　　 建物 埼玉県 813
遊休資産 機械及び装置他 埼玉県 118
遊休資産 機械及び装置他 静岡県 47
遊休資産 機械及び装置他 愛知県 16
遊休資産 機械及び装置他 静岡県 12

　事業用資産については管理会計上の単位である事業

グループ別に、遊休資産については個別物件ごとに資

産のグルーピングを行っています。

　当該遊休資産については、他への転用や売却の可能性

が低く、また事業計画の変更又は保有の見直しにより

投資額の回収が見込めなくなったため、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、その減少額を減損損失として

特別損失に計上しました。

  なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し、備

忘価額等により評価しています。　
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前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※10　ショーワ・インディア・プライベート・リミテッド

に対するものです。

※10　ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマに対

するものです。

※11　製品の不具合発生に伴う市場対応費用です。 ※11　製品の不具合発生に伴う市場対応費用です。

※12　ショーワ・インディア・プライベート・リミテッド　

が、業績が悪化したため、減損処理を行ったことによる

ものです。

※12　ショーワ・ヨーロッパ・ソシエダド・アノニマの解

散決議に伴い、減損処理を行ったことによるものです。

※13　上海昭和汽車配件有限公司が、業績が悪化したため、

減損処理を行ったことによるものです。

　

 

(株主資本等変動計算書関係)

  前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式
　　普通株式(注)

50,663 1,190 ― 51,853

合計 50,663 1,190 ― 51,853

（注）株式数の増減理由は次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　             　 1,190株

 

  当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式
　　普通株式(注)

51,853 407 ― 52,260

合計 51,853 407 ― 52,260

（注）株式数の増減理由は次のとおりです。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　             　 　407株
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(リース取引関係)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　主として事務用機器(工具、器具及び備品)を使用して

います。

　②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針４固定資産の減価償却の方法(3)リー

ス資産に記載のとおりです。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、

リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))の適用

初年度開始前のリース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりです。

　ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　　　　　　　同左

　

　②　リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　　　同左　

　

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

す。

　　　　　　　　　　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

567 280 287

その他 69 56 13
合計 636 336 300

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具、器具
及び備品

376 211 165

その他 31 25 6
合計 408 236 172

　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める未経過リース料期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法によっています。

　　　　　　　　　　　同左

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

  百万円

１年内 128 

１年超 172 

合計 300 

  百万円

１年内 92 

１年超 79 

合計 172 

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産

の期末残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法によっています。

　　　　　　　　　　　同左

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

  百万円

支払リース料 187 

減価償却費相当額 187 

  百万円

支払リース料 118 

減価償却費相当額 118 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっています。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

　
区分

前事業年度(平成21年３月31日)
貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

子会社株式 ― ― ―
関連会社株式 143 468 325

　

当事業年度(平成22年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式

　
区分

当事業年度(平成22年３月31日)　
貸借対照表
計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

子会社株式 ― ― ―
関連会社株式 143 1,051 908

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 13,635

関連会社株式 223

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株

式及び関連会社株式」には含めていません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

  百万円

繰延税金資産   

退職給付引当金 1,371 

繰越欠損金 1,258 

賞与引当金 897 

製品保証引当金 533 

ソフトウェア償却超過額 488 

減価償却費償却超過額 297 

研究開発費加算額 159 

役員退職慰労引当金 145 

たな卸資産評価額 101 

社会保険料加算額 100 

その他 238 

繰延税金資産小計  5,593 

評価性引当金  △5,593 

繰延税金資産合計  ― 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △2,070 

繰延ヘッジ損益  △12 

特別償却準備金  △5 

その他  △23 

繰延税金負債合計  △2,111 

繰延税金負債の純額  △2,111 

  百万円

繰延税金資産   

繰越欠損金 2,918 

退職給付引当金 1,701 

貸倒引当金超過額 1,043 

賞与引当金 909 

減損損失　 547　

製品保証引当金 519 

関係会社株式評価損 503 

ソフトウェア償却超過額 410 

研究開発費加算額 203 

役員退職慰労引当金 150 

社会保険料加算額 120 

減価償却費等償却超過額 97 

たな卸資産評価損 42 

その他 348 

繰延税金資産小計  9,514 

評価性引当額  △9,514 

繰延税金資産合計 ― 

繰延税金負債 　 

その他有価証券評価差額金  △3,070 

繰延税金負債合計  △3,070 

繰延税金負債の純額  △3,070 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳 

　当事業年度は税引前当期純損失のため、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳の記載を省略しています。

　　　　　　　　　　　同左

 

EDINET提出書類

株式会社ショーワ(E02184)

有価証券報告書

 94/109



(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額    784円61銭
１株当たり当期純損失(△)   △147円37銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載していません。 

１株当たり純資産額    685円27銭
１株当たり当期純損失(△)   △112円47銭

　同左 

　(注) 算定上の基礎

１株当たり当期純損失

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純損失(△)
(百万円)

△11,195 △8,544

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ―

普通株式に係る当期純損失(△)
(百万円)

△11,195 △8,544

普通株式の期中平均株式数
(千株)

75,968 75,967

  

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券
その他　有

価証券

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

スズキ㈱ 515,000 1,062

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ
399,970 195

富士重工業㈱ 248,212 120

㈱ホンダエレシス 2,100 105

ＮＯＫ㈱ 50,000 70

アームストロング・オート・パー

ツ・センディリアン・ベルハッド
1,800,000 51

本田金属技術㈱ 19,000 21

日信工業㈱ 4,500 6

㈱ケーヒン 1,200 2

シーケーディ㈱ 2,000 1

その他３銘柄 21,151 3

計 3,063,133 1,640
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物 16,8604,587
971
(813)

20,47611,678 655 8,798

構築物 2,241 459
40
(26)

2,660 1,909 183 751

機械及び装置 61,9772,412
4,140
(164)

60,24946,5404,26013,709

車両運搬具 360 9 27 343 297 30 46

工具、器具及び備品 9,133 280
355
(3)

9,059 8,456 695 602

土地 5,470 2,530 ― 8,000 ― ― 8,000
リース資産 71 43 ― 114 27 20 87
建設仮勘定 7,917 3,62910,939 608 ― ― 608

有形固定資産計 104,03313,953
16,473
(1,007)

101,51368,9095,84632,604

無形固定資産        
電話加入権 ― ― ― 19 ― ― 19
施設利用権 ― ― ― 24 12 0 12
無形固定資産計 ― ― ― 44 12 0 31

長期前払費用 89 25 70 44 8 23 35
繰延資産        
― ― ― ― ― ― ― ―
繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

　(注)  １．建物の当期増加額の主なものは、御殿場新工場の稼動により建設仮勘定から振替を行ったことなどによるも

のです。

　　　　２．建物の当期減少額の主なものは、埼玉第２工場の減損によるものです。

　　　　３．機械及び装置の当期増加額の主なものは、四輪車用部品及び二輪車用部品の生産設備を主体に、全工場の合理化

・新機種立上り等のための増設及び更新によるものです。

　　　　４．機械及び装置の当期減少額の主なものは、四輪車用部品及び二輪車用部品の生産設備を売廃却等したことによる

ものです。

５．土地の当期増加額の主なものは、御殿場新工場の土地の購入により建設仮勘定から振替を行ったことなどに

よるものです。

６. 建設仮勘定の当期増減額の主なものは、全工場の合理化・新機種立上り等のための増設及び更新、及び御殿

場新工場の稼動により建物、土地等への振替を行ったことなどによるものです。

７．無形固定資産の金額は、期末帳簿価額に重要性がないため、「期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しています。　

８. 「当期減少額」の(　)内数字は内数で、減損損失の計上額です。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 1,431 3,891 ―　 1,419 3,903
製品保証引当金 1,334 994 1,030 1 1,297
賞与引当金 2,244 2,274 2,244 ― 2,274
役員賞与引当金 47 42 47 ―　 42
役員退職慰労引当金 363 84 71 ― 375

  (注)　貸倒引当金及び製品保証引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額です。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

当事業年度末(平成22年３月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりです。

①現金及び預金

区分 金額(百万円)
現金 11
預金  
普通預金 263

預金計 263
合計 275

②受取手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)
トーハツマリーン㈱ 88
柳河精機㈱ 76
オスコ産業㈱ 12
大塚工機㈱ 11
㈱Ｍ－ＴＥＣ 9
その他 7

合計 206

(ロ)期日別内訳

期日別 金額(百万円)
平成22年４月 58

５月 56
６月 60
７月 29
８月 0

合計 206
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③売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)
本田技研工業㈱ 7,602
アメリカン・ショーワ・インコーポレイテッド 4,020
ショーワ・インディア・プライベート・リミテッド 4,010
スズキ㈱ 2,191
兼松㈱ 1,543
その他 10,540

合計 29,909

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)

 ２  

 (Ｂ) 

 365 

28,833 108,883 107,807 29,909 78.3 98.5

　（注） 当期発生高には消費税等が含まれています。

④たな卸資産

科目 内訳 金額(百万円)

商品及び製品
自動車用部品 1,621
その他 289

合計 1,910

仕掛品
自動車用部品 1,844
その他 605

合計 2,449

 
 
 
原材料及び貯蔵品
 

 

原材料 
自動車用部品

1,381

その他 24
小計 1,405

貯蔵品 
機械消耗品 
切削工具 
電気消耗品 
その他 

 
188
110
28
107

小計 434
合計 6,200
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⑤関係会社株式

銘柄 金額(百万円)
アメリカン・ショーワ・インコーポレイテッド 9,341
本田技研工業㈱ 7,359
ショーワ・オートパーツ(タイランド)・カンパニー・リ
ミテッド

913

ニッシン・ショーワ・ユー・ケー・リミテッド 908
ピー・ティー・ショーワ・インドネシア・マニファク
チャリング

858

その他10銘柄 1,980
合計 21,362

⑥関係会社出資金

銘柄 金額(百万円)
ショーワ・ド・ブラジル・リミターダ 2,513
広州昭和汽車零部件有限公司 2,500
成都寧江昭和汽車零部件有限公司 553
上海昭和汽車配件有限公司 393
ショーワ・インダストリア・エ・コメルシオ・リミター
ダ

1

合計 5,963

⑦支払手形

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)
オイレス工業㈱ 100
メタルアクト㈱ 73
㈱オガワスプリング 59
太平鋼機㈱ 49
㈲共栄技研 44
その他 633

合計 960

(ロ)期日別内訳

期日別 金額(百万円)
平成22年４月 311

５月 316
６月 308
７月 23

合計 960
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⑧買掛金

相手先 金額(百万円)
ＮＯＫ㈱ 1,031
三菱電機㈱ 870
㈱ホンダエレシス 775
ＮＴＮ㈱ 553
㈱ホンダトレーディング 477
その他 12,115

合計 15,826

  

⑨長期借入金 

相手先 金額(百万円)
㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 5,875
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,935
㈱埼玉りそな銀行 1,871

合計 9,681

 

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月31日まで
定時株主総会 ６月中
基準日 ３月31日
剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日
１単元の株式数 100株
単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座） 
東京都江東区東砂七丁目10番11号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座） 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料
公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞(注)
株主に対する特典 なし

(注) 会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1)有価証券報告書及び

その添付書類並びに確認書

　

事業年度

(第101期)

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

 平成21年６月23日

関東財務局長に提出

      

(2)内部統制報告書及び

その添付書類

　

　

　

　

　

　

 平成21年６月23日

関東財務局長に提出

      

(3)四半期報告書及び確認書 (第102期第１四半期)自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

 平成21年８月７日

関東財務局長に提出

  (第102期第２四半期)自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

 平成21年11月13日

関東財務局長に提出

  (第102期第３四半期)自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

 平成22年２月12日

関東財務局長に提出

 

　

     

(4)有価証券報告書の訂正報告書及び

確認書

   平成21年９月８日

関東財務局長に提出

 　 　(第101期)　(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

    の確認書です。

　

　

(5)臨時報告書    平成22年３月８日

関東財務局長に提出

 　 　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著しい影響

  　を与える事象)の規定に基づき提出したものです。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成21年６月23日

株式会社ショーワ  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　定　俊　博　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五 木 田　  明　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　岡　寿　史　　㊞

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ショーワの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ショーワ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ショーワの平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ショーワが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に
係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する
形で別途保管しています。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 平成22年６月24日

株式会社ショーワ  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　定　俊　博　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五 木 田　  明　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　岡　寿　史　　㊞

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社ショーワの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
ショーワ及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ショーワの平成22年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社ショーワが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に
係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する
形で別途保管しています。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成21年６月23日

株式会社ショーワ  

 取締役会　御中  

 　新日本有限責任監査法人　　  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　定　俊　博　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五 木 田　　明　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　岡　寿　史　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ショーワの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ショーワの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しています。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 

 平成22年６月24日

株式会社ショーワ  

 取締役会　御中  

 　新日本有限責任監査法人　　  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　定　俊　博　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 五 木 田　　明　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　岡　寿　史　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ショーワの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ショーワの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しています。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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